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    計画の概要 
 

１ 計画策定の背景 

 近年、我が国では、少子化に伴う人口減少や高齢化が進行するとともに、核家族化や単身

世帯の増加、個人の価値観の多様化等により、地域住民同士のつながりの希薄化が顕著にな

り、家庭や地域で助け合う機能が弱まっています。そのような中、社会からの孤独・孤立、８

０-５０問題、ヤングケアラーの存在等、地域を取り巻く課題はますます複雑化・複合化して

います。そのため、介護保険などの高齢者支援制度や障害者支援制度、子育て支援制度など、

それぞれの制度の利用だけでは解決が困難なケースも多く、制度の狭間の見えにくいニーズ

に対する支援や、そのニーズをキャッチする難しさが課題となっています。 

これらの変化を踏まえ、国においては、平成 29（2017）年の「社会福祉法」改正を受け

て、地域共生社会の実現を目指す方針を示しました。また、令和２（2020）年の「社会福祉

法」の改正では、複数の課題を抱えている人などの課題に対応するため、既存の相談支援等

の取組を生かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体

制を構築する仕組みとして、重層的支援体制整備事業を創設しました。 

碧南市（以下「本市」という。）では、複雑化・複合化した支援ニーズに対して、分野を横

断した重層的な支援体制の充実を推進しています。 

 また、本市では、平成 18（2006）年度に「碧南市地域福祉計画」策定し、令和２（2020）

年度には、「へきなん地域福祉ハッピープラン（第３次碧南市地域福祉計画）」（以下「前回計

画」という。）を策定しました。近年は、市内の６地区で「地域福祉推進協議会」が開催され、

定期的な会合が行われ、様々な主体的な地域活動が進められています。今後、本市でもます

ます少子高齢化が進み、人口も縮小していくことが見込まれる中、これまで以上に支援を必

要とする人が増えてくることが懸念されます。 

このたび前回計画が期間満了を迎えるにあたり、あらためて市民や地域の活動団体等が抱

える課題や意識、方向性を把握するとともに、これまで推進してきた施策の評価・見直しを

行い、新たな本市における地域福祉の方向性を示す必要があります。以上を踏まえ、新たな

「へきなん地域福祉ハッピープラン（第 4 次碧南市地域福祉計画）」を策定します。 

 

第１章 
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２ 本市の地域福祉の基本的な考え方 

これまで、本市はあらゆる生活課題・福祉課題に向き合い、地域住民の支え合いや地域の

様々な専門機関や活動団体とのネットワークのなかで、必要な支援や適切なサービス・制度

につなぎ、自立支援をすすめるよう取り組んできました。地域福祉とは、それぞれの地域に

おいて人びとが安心して暮らせるよう、地域住民や公私の社会福祉関係者がお互いに協力し

て地域社会の福祉課題の解決に取り組む考え方です。近年、社会・経済状況の大きな変化に

伴って、これまでは福祉の対象となりづらかったひきこもり、虐待、雇用が不安定な労働者

といった新たな社会的課題への対応が早急に求められるようになってきました。 

これからの地域福祉の在り方は、多様化する社会ニーズに対応しつつ、持続可能な地域社

会を構築することが求められています。地域共生社会の実現には、地域住民の主体的な参加

と多様な主体の協働が不可欠です。 

本市では、誰もが安心して暮らせる地域共生社会の実現を目指し、地域の特性に応じた柔

軟で創造的な地域福祉の在り方を模索し、ともに支え合う協働の取り組みを推進し、地域の

ことを自分ごととして考え、「ふだんの くらしの しあわせ」（ふくし）の実現を目指しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域

の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人

ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すものです。 

 

本市では、新川・中央・大浜・棚尾・旭・西端の 6 地区を単位として、それぞれ

の地域特性を生かした住民主体の活動を展開しています。本計画策定時にも、６地

区で地域福祉推進会議を開催し、前回計画の評価、本計画策定に向けた意見の洗い

出し、次期目標の検討を行い、今後は目標実現に向けて活動を展開してまいりま

す。また、年１回、全地区対象の地域福祉推進会議シンポジウムを開催し、地区に

おける実践的な取組について発表しています。特に本市では地域福祉推進会議に

行政と社会福祉協議会がともに参加し、協働により地域を支える体制を構築して

いることが大きな強みとなっています。これらの取組は交流による顔の見える関

係づくりのみならず、地域連携や防災など、幅広い分野で安心して暮らせる地域環

境づくりに寄与しています。 

「碧南市の地域力」 

「地域共生社会」とは 
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３ 本計画が目指す姿 

 本計画は、地域福祉が基本とする住民主体の取組を更に充実させるとともに、各分野の施

策をより効果的に展開する方向性を指し示すものです。総合計画の将来像である「新たな力

とともに創る 笑顔と元気のみなとまち へきなん」を踏まえ、世代や分野を超えて、全て

の人々が、地域、暮らし、生きがいを共に創り、笑顔と元気をもとに暮らせる社会（地域共生

社会）を目指し、基本理念を以下のとおりとします。 

 

みなとつながり 支えあう みなとまち へきなん 

この基本理念の実現に向け、今後本市が目指す３つの姿を掲げます。 

 住民一人ひとりが身近な地域や福祉について意識を高めるとともに、行政や社会福祉協議

会、相談支援機関等が連携し、支援が必要な人を支える多分野横断的な仕組みづくりに努

め、安全で安心に暮らせるまちづくりを目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人ひとりがいきいきと安心して 

暮らし、支え合い、つながりながら 

暮らしている社会の形成 

 

住民一人ひとりがかけがえのない人間

として尊厳を持って生きていることを

認識し、多様な価値観を認め合い、支

え合いながら共に生きていく地域の 

形成。 

 

多様な団体の連携の元、住民とともに 

推進する協働の取組 

 

ボランティア、関係機関、地域住民等

の地域の活動への参画により、取組を

推進することで充実・強化される 

支え合い。 

 

地域課題を我が事として受け止めら 

れる、重層的な支援の展開 

 

複雑化・複合化した地域における多分

野横断的な課題を、行政、関係機関等

が連携して受け止め、対応し、抱えた

課題が深刻化する前に解決する取り組

みの展開。 

協働 支援 

連携 
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４ 計画策定の経緯及び策定の位置づけ 

（１）計画策定の経緯 

 

■計画策定の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」策定の位置づけ 

 

●「地域福祉計画」は、「社会福祉法」第１０７条に基づいて行政が策定する市町村

地域福祉計画です。地域福祉を推進していくための「理念」や「仕組み」を定め

た、市の地域福祉推進に関する総合的な方向性や施策を示すものです。 

●「地域福祉活動計画」は、住民や、地域で福祉活動を行う人々、福祉に関するサ

ービス等を提供する事業所等が協力して、地域福祉を推進していくことを目的と

した民間の活動・行動計画です。社会福祉協議会が中心となって取り組むべきこ

とを定めています。 

  行政が策定する「地域福祉計画」と社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」と

は、重なり合う部分が多く、行政と社会福祉協議会が連携しながら策定していくことが効

果的であることから、前計画に引き続き一体的に策定します。 

 

■平成１８（2006）年４月  

「碧南市地域福祉計画」（10 か年計画） 

行政 

 

■平成 13（2001）年４月  

■平成 18（2006）年 4 月 

■平成 23（2011）年 4 月 

「碧南市社会福祉協議会地域福祉活動計画」 

 

社会福祉協議会 

一体的な策定 

へきなん地域福祉ハッピープラン 

（碧南市地域福祉計画・碧南市社会福祉協議会地域福祉活動計画） 

 

 

平成２８（2016）年４月 

令和３（2021）年４月 

令和９（2027）年４月 
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■「地域福祉計画」と「地域福祉活動計画」の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会福祉協議会の概要 

社会福祉協議会（以下「社協」という。）は、「社会福祉法」第１０９条に「地域福祉の推進

を図ることを目的とする団体」として規定された社会福祉法人です。 

社協は、以下の事業を行う地域福祉活動の推進組織として、中核的な役割が求められてい

ます。 

①社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

②社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

③社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成等 

④その他、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

 

これを踏まえ、社協では、本市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業

の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的

として活動しています。 

つまり、行政の手の行き届かない社会福祉に関する様々な事業を行うことで、住民が安心

して暮らせるまちづくりを進めています。 

 

 

 
 

      

 

地域福祉推進の理念・方向性、地域の福祉課題・社会資源状況 

（共有） 

 

住民参加 

地域福祉活動計画 

（社会福祉協議会） 

民間相互の協働による 

自主的・自発的な「行動計画」 

 

協働 

住民参加の取り組み 

民間活動の基盤整備 

 

地域福祉計画（行政） 

行政・民間のパートナー 

シップによる計画 

地域福祉を推進するための 

「理念」と「仕組み」 
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（４）包括的な支援体制と重層的支援体制整備事業 

「包括的な支援体制」は、平成 29（2017）年の「社会福祉法」改正により、市町村に整備

の努力義務が課せられた地域共生社会を実現するための制度です。目的は、地域住民が抱え

る複雑な課題に対して、相談支援、地域づくり、参加支援、アウトリーチなどの機能を統合

し、住民中心の支援を実現することにあります。令和２（2020）年の改正では、重層的支援

体制整備事業が新設され、人口減少や担い手不足が深刻な地域でも機能を確保できるように

なっています。市町村が主体となって地域資源を結びつけ、住民中心の支援を実現すること

で、地域住民の複雑化・複合化したニーズに対応するための総合的・協働的な支援の枠組み

です。 

 

■包括的な支援体制の整備と重層支援体制整備事業の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「地域共生社会の在り方検討会議」資料より作成 

「重層的支援体制整備事業」は、包括的支援体制を整備し、地域共生社会を実現するため

の重要な制度設計であり、分野横断的支援や地域資源活用を通じて、複合課題を抱える市民

を「丸ごと」支える仕組みを構築します。   

具体的には、属性を問わない「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的

に行う包括的な支援体制を整備し、重層的なセーフティネットをつくることを目指します。 

本市においても、誰もが安心して暮らせる地域を目指し、重層的支援体制整備に取り組ん

でおり、支援が必要な人への切れ目のない支援を実現します。 

 

地域共生社会の実現（第４条第１項） 

地域福祉の推進（第４条第２項） 

地域生活課題の把握、連携による 

解決に向けた取り組み（第４条第２項） 

包括的な支援体制の整備 

（第４条第２項） 

重層的支援体制整備事業 

（第４条第２項） 

本市における重層的支援体制 

本市の重層的支援体制については、既存の相談支援機関を活用し、全属性

の関係団体・機関等との連携体制を基盤として、複雑化・複合化した課題等を

抱える人・世帯を切れ目なく支援し、地域の連携体制を基盤として、支援体制

を構築することを目指します。 
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（５）地域福祉を進めるための自助・互助・共助・公助 

地域福祉を進めるためには、「自助」「互助」「共助」「公助」の視点を持って、重層的に取り

組んでいくことが大切です。また、これまではそれぞれが役割分担して取り組みを進めるこ

とに重きが置かれていましたが、昨今の複雑化・複合化する地域生活課題に対応していくた

めには、それぞれが重なり合って、柔軟に、できることを実施していくことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）地域福祉を進めるための圏域の考え方 

地域福祉を推進していくには、身近な隣近所での支え合いから、行政や社会福祉協議会、

福祉事業所による専門的な支援まで、地域の課題や実情を踏まえた取り組みが必要になりま

す。隣近所の最も小さな範囲から、市全域、県・広域まで、地域を重層的に捉え、適切な範囲

において施策を展開することで、効果的な活動を推進することが大切です。 

本市では、これまで市内６地区（新川地区、中央地区、大浜地区、棚尾地区、旭地区、西端

地区）において地域福祉推進会議を開催し、地域福祉を進める主要な圏域として役割を担っ

てきました。今後も、6 地区を単位とした課題検討や取り組みの実践を進めつつ、地域を重層

的に捉え、各階層が相互に連携し、適切な範囲において多様な施策を展開していきます。 

■地域の範囲の捉え方 
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制度化された 
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     互助     
 

友人、近隣住民など 
による自発的な 
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（７）国の動き 

国では近年、「地域共生社会」の実現に向けた様々な動きがみられます。詳細は以下のとお

りです。 

■地域福祉に関する近年の動き 

年月 法律等 概要 

令和３

（2021）年 

４月 

「地域共生社会
の実現のための
社会福祉法等の
一部を改正する
法律」施行 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築

するための、市町村において属性を問わない「相談支援」「参加支援」「地域づ

くりに向けた支援」を一体的に実施する重層的支援体制整備事業が創設されま

した。 

令和５

（2023）年 

３月 

「第二次再犯防

止推進計画」閣

議決定 

「再犯防止推進計画（第一次）」を発展させ、再犯防止施策のさらなる推進を図

るため、令和５（2023）年３月「第二次再犯防止推進計画」が閣議決定されま

した。就労・居住の確保や保健医療・福祉サービスの利用の促進などの７つの

重点課題が位置づけられており、96 の具体的施策が盛り込まれています。 

令和５

（2023）年 

４月 

「 こ ど も 基 本

法」施行 

次代の社会を担う全てのこどもが、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立

した個人としてひとしく健やかに成長することができ、こどもの心身の状況、

置かれている環境等にかかわらず、その権利の擁護が図られ、将来にわたって

幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指して、こども政策を総合的に

推進することを目的として制定されました。 

令和６

（2024）年

１月 

「共生社会の実

現を推進するた

めの認知症基本

法」施行 

認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人

格と個性を尊重しつつ支えあいながら共生する活力ある社会「共生社会」の実

現を推進することを目的として制定されました。 

令和６

（2024）年 

４月 

「孤独・孤立対

策推進法」施行 

国・地方公共団体等において総合的な孤独・孤立対策に関する施策を推進する

ため、その基本理念や国等の責務、施策の基本となる事項、国及び地方の推進

体制等について定められました。 

令和６

（2024）年

４月 

「困難な問題を

抱える女性の支

援 に 関 す る 法

律」施行 

「女性の福祉」、「人権の尊重や擁護」、「男女平等」といった視点に立ち、困難

な問題を抱える女性一人一人のニーズに応じて、本人の立場に寄り添って、切

れ目のない包括的な支援を行うことを目的として制定されました。 

令和６

（2024）年 

６月 

「改正子ども・

若者育成支援推

進法」施行 

国・地方公共団体等が各種支援に努めるべき対象にヤングケアラー（家族の介

護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認められるこども・若者）

が明記され、ヤングケアラーへの支援の普及が図られることとなりました。 

令和９

（2027）年 

４月 

「社会福祉法」

等の一部施行予

定 

地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充として、頼れる身寄りがない高齢

者等への支援の充実や、成年後見制度等の適切な利用の支援について制定され、

一部の段階的施行を除き、令和 9（2027）年 4 月に施行される予定です。 
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５ 計画の位置づけ 

（１）計画の根拠法 

「へきなん地域福祉ハッピープラン」は以下のような法律に基づき策定します。今回の計

画から、新たに「再犯防止推進計画」「重層的支援体制整備事業実施計画」も包含した計画と

して一体的に策定します。 

■計画の根拠法 

第 4 次碧南市地域福祉計画 
「社会福祉法」第 107 条の規定に基づき策定する市町村地域福

祉計画 

第６次碧南市社会福祉協議会

地域福祉計画 

碧南市社会福祉協議会が地域福祉の推進を図ることを目的に

策定する計画 

碧南市成年後見制度利用促進

計画 

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」第 14 条第１項に

基づき策定する計画 

碧南市再犯防止推進計画（新

規） 

「再犯の防止等の推進に関する法律」第８条に基づき策定する

計画 

碧南市重層的支援体制整備事

業実施計画（新規） 

「社会福祉法」第 106 条の４第２項に規定される「重層的支援

体制整備事業」に関する取組の方向性を位置づけた計画 

 

 

■成年後見制度の利用の促進に関する法律 第 14条第１項（市町村の講ずる措置） 

市町村は、成年後見制度利用促進基本計画を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の

促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係

る支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

■再犯の防止等の推進に関する法律 第８条（地方再犯防止計画） 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村における再犯の防止等に

関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

■社会福祉法 第 106条の５（重層的支援体制整備事業実施計画） 

市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第 106 条の 3 第 2 項の指針に則して、重層的支援

体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚

生労働省令で定める事項を定める計画を策定するよう努めるものとする。 
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（２）他計画との関連 

本計画は、本市の最上位計画である「総合計画」との整合を図り、策定します。また、

「社会福祉法」の改正により、地域福祉計画が福祉の各分野の上位計画となったことも踏

まえ、子ども・子育て、障害福祉、介護・高齢者福祉などの本市の他の福祉分野の計画と

も整合性を図ります。 

 

■他計画との関係 
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６ SDGs の推進 
 

平成 27（2015）年の国連サミットで令和 12（2030）年までの先進国を含む国際社会共

通の目標として「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択されました。ＳＤＧｓでは、国

際社会全体で地球上の「誰一人として取り残さない（leave no one behind）」社会の実現

を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題に対する 17 の目標と 169 のターゲット

が示されています。 

■特に本計画と深く関連する目標 

目標１：貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧

困を終わらせる 

目標３：すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健

康的な生活を確保し、福祉を促進

する 

目標４：質の高い教育をみんなに 

すべての人に包括的かつ公正で質

の高い教育を提供し、生涯学習の

機会を促進する 

目標８：働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成長及

びすべての人々の完全かつ生産的

な雇用（ディーセント・ワーク）

を促進する 

目標 10：人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正

する 

目標 11：住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエ

ント）で持続可能な都市及び人間

居住を実現する 

目標 16：平和と公正をすべての人に 

公正、平和かつ包摂的な社会を推

進する 

目標 17：パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施手段

を強化し、グローバル・パートナ

ーシップを活性化する 

 

 

８ 計画の期間 

本計画の計画期間は、６年とし、必要に応じ、見直しを行います。 

■計画の期間 

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 

地域福祉計画 

（行政） 

            

地域福祉活動

計画 

（社協） 

            

 

へきなん地域福祉 

ハッピープラン 

第３次地域福祉計画 

第５次地域福祉活動計画 

へきなん地域福祉 

ハッピープラン 

第４次地域福祉計画 

第６次地域福祉活動計画 

 

 



 

12 

 

７ 計画の策定体制 

本計画の対象は、本市に暮らす住民や、活動する団体、事業所等、本市に関わりを持つす

べての人を対象とします。そのため、性別・年齢・障害の有無、国籍等に関わらず、誰もが福

祉の担い手であり、受け手となります。そのため、計画策定段階においても住民が参加し、

地域の課題を自分ごととして考えていくため、次のような体制で計画の策定を進めました。 

（１）碧南市地域福祉計画策定委員会 

学識経験者、福祉関係団体等、社協、公募市民、行政で構成した「碧南市地域福祉計画策定

委員会」において、地域福祉に関わる様々な分野から本計画の施策、内容等について検討を

行い、計画に反映しました。 

（２）碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会 

関係各課の職員を部会員として構成した「碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会」にお

いて、計画策定の進め方や課題、計画案の検討・作成を行いました。 

（３）地域福祉推進会議 

市内６地区（新川地区、中央地区、大浜地区、棚尾地区、旭地区、西端地区）において、こ

れまでの各地域の取り組みを踏まえ、今後の方向性等を地域住民同士で検討するため、地域

福祉推進会議を各地区２回開催しました。会議は、ワークショップ形式で実施しました。 

（４）市民意識調査 

住民の福祉についての考えや意見等を把握し、計画策定の基礎資料とすることを目的とし

て、１８歳以上の本市で暮らす住民を対象にアンケート調査を実施しました。 

（５）団体等ヒアリング調査 

福祉やまちづくりに関わる団体等の考えや意見を把握し、計画策定の基礎資料とすること

を目的として、各分野で活躍する団体等を対象に調査シートによるヒアリング調査を実施し

ました。 

（６）関係課等ヒアリング調査 

前回計画の施策や事業の進捗状況及び今後の方向性等を把握し、計画策定の基礎資料とす

ることを目的として、関係各課や社協等を対象に調査シートによるヒアリング調査を実施し

ました。 
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    碧南市の状況 
 

１ 碧南市の現状 

（１）人口の状況 

 本市の総人口は、平成 22（2010）年までは増加していましたが、平成 27（2015）年では

減少に転じており、今後も減少していくことが見込まれます。なお、令和７（2025）年の国

勢調査の結果による本市の人口は 71,215 人となっています。 

年齢３区分別人口割合をみると、15 歳未満、15～64 歳の人口割合が減少、65 歳以上の人

口割合が増加しており、今後も少子高齢化が進行していくことが見込まれます。 

■総人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（令和７年まで）国勢調査、（令和 12年以降）国立社会保障・人口問題研究所 

■年齢３区分別人口割合の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（令和７年まで）国勢調査、（令和 12年以降）国立社会保障・人口問題研究所 
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 人口ピラミッドをみると、本市には多くの自動車関連企業が立地することから、男性の人

口が多くなっています。特に 20～30 歳代では男性の人口が女性よりも 1,900 人程度多くな

っています。一方で、高齢になるほどその差は小さくなり、70 歳以上では各年齢層で女性が

男性の人口を上回っています。 

 全国、愛知県、西三河地域と年齢３区分別人口割合を比較すると、本市の高齢化率（65 歳

以上人口の割合）は愛知県よりも低くなっていますが、西三河地域ではやや高めとなってい

ます。 

■人口ピラミッド（令和７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：国勢調査 

 

■全国、愛知県、西三河地域との年齢３区分別人口割合の比較（令和７年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）世帯の状況 

 一般世帯数と１世帯あたり人員数は、一般世帯数が年々増加している一方で、１世帯あた

り人員数は減少し、世帯が縮小しています。 

 世帯の家族類型別割合をみると、単独世帯は年々増加しており、多世代世帯を含むその他

の世帯は年々減少しています。一方で、全国や愛知県と比較すると、本市は「その他の世帯」

の割合が高く、多世代世帯が多い状況がうかがえます。 

■一般世帯数と１世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

■世帯の家族類型別割合の推移と全国、愛知県との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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25,249

26,461
28,258

29,340

2.95 2.83 2.67
2.56 2.43

0.00

2.00

4.00

6.00

0

10,000

20,000

30,000

平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年

（人）（世帯）

一般世帯数 １世帯あたり人員

24.6

25.9

29.2

31.4

33.9

41.4

39.5

55.4

56.8

56.3

56.3

56.6

52.3

54.1

20.0

17.3

14.5

12.3

9.5

6.3

6.4

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

令和７年

全国

愛知県

（％）

単独世帯 核家族世帯 その他の世帯

令和

７年
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（３）高齢者の状況 

 要支援・要介護認定者数は、令和８（2026）年で 3,106 人となっており、増加傾向にあり

ます。要介護別でみると、いずれの要介護度においても認定者数は概ね増加しており、特に

要支援 1、要支援 2 の伸びが大きくなっています。  

 高齢者のみの世帯数は、高齢単独世帯、高齢世帯ともに年々増加しています。 

■要支援・要介護認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢介護課 

■高齢者世のみの世帯の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

1,461

1,960

2,322

2,849

2,069

2,511

2,797
2,943

0

1,000

2,000

3,000

平成22年度 平成27年度 令和２年度 令和７年度

（世帯）

ひとり暮らし高齢世帯 高齢者世帯

456 442 462 479 531

521 501 557 573 599

501 518 504 506 513

451 467 464 474 469
424 398 398 413 400
422 408 388 395 381
196 239 236 230 2132,971 2,973 3,009 3,070 3,106

15.1 15.6 15.7
16.3 16.7

0.0

4.0

8.0

12.0

16.0

0

1000

2000

3000

4000

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

（％）（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護４ 要介護５ 認定者数 認定率
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（４）子どもの状況 

 保育園・幼稚園の児童数は、減少傾向にあり、保育園の児童数は令和 8（2026）年度で 1,300

人台、幼稚園の児童数は 300 人台となっています。 

小学校・中学校の児童数も、減少傾向にあり、小学校の児童数は令和 8（2026）年度で 3,500

人台、中学校の生徒数は 1,900 人台となっています。 

児童クラブのクラブ数は令和 4（2022）年以降は横ばいとなっています。通所児童数は令

和 7（2025）年度までは年々増加していましたが、令和 8（2026）年度は減少傾向となって

います。 

ひとり親世帯数は、母子世帯数が増加にありましたが、令和 2（2020）年からは減少傾向

にあります。 

■保育園・幼稚園の児童数の推移     ■小学校・中学校の児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：（保育園）保育課（各年度４月１日）          資料：学校教育課（各年度５月１日） 

※認定こども園も含めて掲載。 

（幼稚園）学校基本調査 （各年度５月１日） 

■児童クラブのクラブ数と通所児童数の推移  ■ひとり親世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保育課（各年度４月１日）                   資料：国勢調査 

1,449 1,443 1,429 1,376 1,345

425 394 373 364 329

0
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1,000
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2,000
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４年度
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５年度
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６年度
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８年度
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3,835 3,770 3,718 3,633 3,592

2,056 2,007 1,982 1,952 1,928
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2,000

3,000

4,000

5,000
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通所児童数 ク ラ ブ 数

384 397
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0

100

200

300
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（５）障害のある人の状況 

 障害者手帳所持者数は、全体で増加しています。手帳別にみると、身体障害者手帳所持者

数は概ね横ばい傾向、療育手帳所持者数及び精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向と

なっています。 

 

■障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年度４月１日） 

 

2,125 2,074 2,104 2,065 2,011

687 704 740 774 803

663 697 778 817 891

3,475 3,475
3,622 3,656 3,705

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳所持者

（人）
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（６）外国人の状況 

 外国人住民は年々増加傾向にあり、令和 8（2026）年度では 6,800 人を超えています。 

■外国人住民の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

 

 

（７）生活保護の状況 

 生活保護受給世帯数、生活保護受給者数は、ともに令和４（2022）年度より増加していま

す。 

■生活保護受給世帯数、受給者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課 

 

 

5,592 5,886 6,364 6,599 6,827

0

2,000

4,000

6,000

8,000

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

（人）
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0
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200
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

（世帯・人）

受給世帯数 受給者数
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（８）地域活動の状況 

 町内会加入世帯数、加入率は、減少傾向にあり、令和 8（2026）年で加入世帯数が 19,000

世帯台、加入率が 61.9％となっています。 

老人クラブ会員数、クラブ数は、減少傾向にあり、令和 8（2026）年度で会員数が 5,900

人台、クラブ数が 112 となっています。 

子ども会会員数は令和 4（2022）年以降横ばいとなっていましたが、令和 7（2025）年度

以降減少し、加入児童数は 2,000 人台、加入率は 53.0％となっています。 

 

■町内会加入者数、加入率の推移     ■老人クラブ会員数、クラブ数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域協働課（各年 1月 1日）           資料：高齢介護課（各年度４月１日） 

 

 

■子ども会会員数、加入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：生涯学習課（各年度４月１日） 

 

 

20,584 20,350 20,090 19,722 19,150

69.5 68.0 66.4 64.7 61.9
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（９）民生費の状況 

 民生費は、年々増減を繰り返し、令和 7（2025）年度では 130 億円台となっています。決

算総額に占める割合は年々増減を繰り返していますが、近年は３割半ば程度で推移していま

す。 

■民生費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財政課 

 

11,650 11,182 11,634 11,773
13,435

35.0
32.8

34.8 33.9
36.1
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30.0
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民生費 一般会計総額に占める割合



 

22 

 

 

２ 市民意識調査結果 

本計画を策定するにあたり、市民の地域福祉に関する意識や実態を把握し、計画づくりや

施策の立案に活用するため、アンケート調査を実施しました。 

■調査結果の概要 

●調査対象者 令和 8（2026）年 4 月１日時点の 

18 歳以上の市民 1,000 人 

●調査期間 令和８（2026）年４月 20 日から５月７日まで 

●調査方法 郵送配布・郵送による回収または WEB を通じた回答 

●回収結果 有効回収数：476 件 有効回収率：47.6％ 

＊経年比較のグラフについて、「前回」は「第３次碧南市地域福祉計画・第５次碧南市社会福祉協議会地域福祉活

動計画」策定時の調査結果を示し、「今回」は「第４次碧南市地域福祉計画・第６次碧南市社会福祉協議会地域福祉

活動計画」策定のために実施した調査結果を示します。 

 

（１）地域との関りや地域活動等について 

近所の人とどの程度の付き合いをしているかについて、「顔を合わせたときにあいさつする

程度」が 59.0％と最も高く、次いで「立ち話をする程度」が 19.5％、「ほとんど付き合いは

ない」が 11.6％となっています。 

経年比較をみると、今回は「顔を合わせたときにあいさつする程度」が 59.0％と、前回と

比べて 4.1 ポイント高くなっています。 

 

■近所の人との付き合いの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.4 

6.7 

4.4 

2.7 

19.6 

19.5 

54.9 

59.0 

11.2 

11.6 

1.5 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回（全体n=474)

今回（全体n=476)

困ったときにお互いに助け合える程度 お互いに訪問し合う程度

立ち話をする程度 顔を合わせたときにあいさつする程度

ほとんど付き合いはない 不明・無回答
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地域で活動に参加するための条件について、「自分が健康であること」が最も高く、次いで

「無理なく行えるものであること」、「強制されないこと」となっています。 

■地域活動に参加するための条件（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）福祉について 

自分にとって必要な福祉サービスの情報をどの程度入手できているかについて、「あまりで

きていない」が最も高く、次いで「ほとんどできていない」、「まあまあできている」となって

います。 

経年比較をみると、大きな差はみられません。 

 

■必要な福祉サービスの情報をどの程度入手できているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.8 

45.2 

41.6 

40.1 

17.6 

0% 20% 40% 60%

自分が健康であること

無理なく行えるものであること

強制されないこと

時間や収入にゆとりがあること

家族の理解があること

全体（n=476)

全体（n=476)

1.7 

1.5 

20.0 

20.8 

41.4 

43.7 

32.7 

33.6 

4.2 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回（全体n=474)

今回（全体n=476)

十分できている まあまあできている あまりできていない

ほとんどできていない 不明・無回答
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（３）生活上の悩みや相談について 

生活上の悩みや不安を相談できる相手または場所（機関）があるかについて、「ある」が

69.5％、「ない」が 25.6％、「相談したくはない」が 4.4％となっています。 
 

■悩みや不安を相談できる相手または場所（機関）があるか 

 

 

 

 

相談をしない理由について、「相談窓口を知らない」が最も高く、次いで「相談相手が信頼

できるかわからない」、「相談する必要性を感じない」となっています。 

■相談をしない理由（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

  

どのような窓口であれば相談しやすいと思うかについて、「相談から支援まで一体的に、解

決まで伴走してくれる」が最も高く、次いで「他の機関などと連携し、最適な相談窓口を紹

介してくれる」、「相談内容に関わらず、一つの窓口で相談できる」となっています。 

 

■どのような窓口であれば相談しやすいと思うか（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

  

53.6 

36.8 

30.0 

27.7 

23.3 

0% 20% 40% 60%

相談から支援まで一体的に、解決まで伴走してくれる

他の機関などと連携し、最適な相談窓口を紹介してくれる

相談内容に関わらず、一つの窓口で相談ができる

土日祝日や夜間など都合のよい時間に相談ができる

行きつけの場所や地域の身近な場所で気軽に相談ができる

全体（n=476)

全体（n=476)

69.5 25.6 

4.4 

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=476)

ある ない 相談はしたくない 不明・無回答

33.6 

31.5 

28.0 

18.9 

16.1 

0% 20% 40%

相談窓口を知らない

相談相手が信頼できるかわからない

相談する必要性を感じない

相談するのに気が引ける

手間と時間がかかる

全体（n=143)

全体（n=143)
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（４）日常生活の中の課題について 

住んでいる地域にどのような課題・問題があるかについて、「わからない」を除くと、「近

所との関係が薄い」が最も高く、次いで「地域活動の担い手がいない」となっています。 
 

■住んでいる地域の課題・問題（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

碧南市で支え合う地域づくりを進めるために、行政（市）はどのような支援を行う必要が

あると思うかについて、「身近な場所に相談窓口を増やす」が最も高く、次いで「地域や福祉

に関する情報提供を充実させる」、「孤立している子育て世帯、高齢者等を訪問する」となっ

ています。 
 

■行政（市）はどのような支援を行う必要があると思うか（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.4 

18.3 

17.9 

16.8 

10.7 

0% 20% 40%

わからない

近所との関係が薄い

地域活動の担い手がいない

特に課題・問題はない

防犯対策・交通安全対策

全体（n=476)

全体（n=476)

24.4 

21.4 

20.8 

17.4 

17.0 

0% 20% 40%

身近な場所に相談窓口を増やす

地域や福祉に関する情報提供を充実させる

孤立している子育て世帯、高齢者等を訪問する

地域の人々が知り合う機会を設ける

特にない

全体（n=476)

全体（n=476)
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（５）地域の助けあいについて 

隣近所に、周囲の人の手助けや協力・支援が必要だと思われる家庭があるかについて、「い

ずれもいない」を除くと、「ひとり暮らしの高齢者」が最も高く、次いで「高齢者のみの家庭」、

「要介護や認知症の高齢者がいる家庭」となっています。 
 

■周囲の人の手助けや協力・支援が必要だと思われる家庭（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.6 

27.3 

24.8 

13.0 

11.1 

0% 20% 40% 60%

いずれもいない

ひとり暮らしの高齢者

高齢者のみの家庭

要介護や認知症の高齢者がいる家庭

障害のある人がいる家庭

全体（n=476)

全体（n=476)



 

27 

 

近所における手助けについて、普段していることは、「特にない」が最も高く、次いで「話

し相手や相談相手」が、「見守りや安否確認の声かけ」となっています。 

求められたときにできることについては、「話し相手や相談相手」が最も高く、次いで「災

害時の手助け」、「見守りや安否確認の声かけ」となっています。 

困ったときにしてほしいことについては、「災害時の手助け」が最も高く、次いで「急病

など緊急時の手助け」、「特にない」となっています。 

 

■普段している手助けや、求められたときにできること、困ったときにしてほしいこと 

 

  15.1 

8.8 

2.7 

2.5 

1.5 

1.5 

2.1 

1.3 

2.1 

4.0 

4.6 

70.6 

2.3 

35.9 

28.8 

13.0 

6.3 

4.8 

6.5 

4.6 

4.2 

6.7 

21.6 

29.6 

24.4 

2.3 

18.3 

16.6 

10.7 

3.8 

4.6 

1.3 

5.3 

2.9 

8.2 

29.0 

38.4 

26.9 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80%

話し相手や相談相手

見守りや安否確認の声かけ

力仕事の手伝い

家事の手伝い

外出の付き添いや送迎

自宅等での短時間の付き添い

子どもの預かりや送迎

子どものスポーツや遊びの相手

犯罪防止活動・交通安全活動

急病など緊急時の手助け

災害時の手助け

していることは特にない・できることは特にない・

してほしいことは特にない

不明・無回答

①普段していること

（n=476)

②求められたときに

できること（n=476)

③困ったときにして

ほしいこと（n=476)
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（６）福祉のまちづくりについて 

「地域共生社会」という言葉を知っているかについて、「全く知らない」が最も高く、次い

で「聞いたことはあるが、内容は知らない」、「知っている」となっています。 
 

■「地域共生社会」という言葉を知っているか 

 

8.4 40.1 50.0 1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=476)

知っている 聞いたことはあるが、内容は知らない

全く知らない 不明・無回答
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３ 団体等ヒアリング調査結果 

福祉やまちづくりに関わる団体等の考えや意見を把握し、「へきなん地域福祉ハッピープ

ラン」策定の基礎資料とすることを目的として、各分野で活躍する団体等を対象に調査シー

トによるヒアリング調査を実施しました。 

■調査結果の概要 

●調査対象者 相談支援事業所（障害）、民生委員・児童委員協議会、保護司会、

連絡委員、医療機関、通訳、地域包括支援センター、教育相談

室、家庭児童相談員、母子父子自立支援員等（35 団体が回答 回

収率 94.6％） 

●調査期間 令和８（2026）年４月 28 日から５月１５日まで 

●調査方法 団体等への調査シートの配付、回収 

  

（１）地域の課題について 

○近年の地域の課題について、「近所との関係が薄い」が最も多く、次いで「地域活動の担い

手がいない」、「気軽に集える居場所がない」となっています。具体的には、町内会への加

入の減少、身寄りがいない高齢者の増加、80-50 問題、地域内での付き合いの希薄化など

が挙げられました。 

 

■近年の地域の課題（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23 

20 

9 

8 

7 

0件 4件 8件 12件 16件 20件 24件 28件

近所との関係が薄い

地域活動の担い手がいない

気軽に集える居場所がない

防災対策

生活環境の整備（道路や施設のバリアフリーなど） 全体（n=35)
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○地域で手助けや協力・支援が必要な家庭は、「ひとり暮らしの高齢者」、「頼れる身寄りがな

い家庭」が最も多く、次いで、「高齢者のみの家庭」となっています。具体的には、認知症

高齢者や頼れる身寄りがない高齢者、ひきこもりの状態にある人、障害のある人、ひとり

親世帯、外国人の方、生活困窮家庭などが挙げられました。頼れる身寄りがいない高齢者

については、孤独死などが懸念されています。また、地域との交流がなく、支援機関の存

在を知らない場合など、協力や支援が適切に受けられていないケースもあるといった意見

もみられました。 

 

■地域で手助けや協力・支援が必要な家庭（上位５位）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇地域での相談を受ける際等に困ったことについて、「どこまで支援すればいいのか、支援の

程度がわからなかった」が最も多く、次いで「どこに相談等をつなげばいいかわからなか

った」、「特にない」となっています。また、支援につなげたくても、本人が支援を拒否す

るため、適切な支援ができないといった意見もみられました。 

 

■地域での相談を受ける際等に困ったこと 

 

20 

20 

16 

14 

14 

0件 4件 8件 12件 16件 20件 24件

ひとり暮らしの高齢者

頼れる身寄りがない家庭

高齢者のみの家庭

生活困窮世帯

ひきこもりや不登校の子どもがいる家庭 全体（n=35)

17 

9 

7 

6 

4 

1 

0件 4件 8件 12件 16件 20件

どこまで支援すればいいのか、支援の程度が

わからなかった

どこに相談等をつなげがいいかわからなかった

特にない

高齢、障害、児童、生活困窮など、

分野ごとの連携が難しかった

その他

不明・無回答 全体（n=35)
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（２）碧南市の施策全般について 

○市民の地域福祉に対する意識の変化について、概ね５年前と比較した意識の変化について

は、「やや高まった」が最も多く、次いで「わからない」、「変わらない」となっています。 

 

■市民の地域福祉に対する意識の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○これからの碧南市の福祉全般について、何を重点的に取り組むべきかについて、「地域にお

けるつながりづくりの支援」が最も多く、次いで「総合相談窓口の充実」、「地域のリーダ

ー・人材の確保・育成」となっています。 

 

■碧南市の福祉全般について重点的に取り組むべきこと（上位５位） 

 

 

 

 

 

 

16 

7 

3 

2 

0 

0 

0 

0件 4件 8件 12件 16件 20件

やや高まった

わからない

変わらない

やや低下した

非常に高まった

非常に低下した

不明・無回答 全体（n=35)

15 

13 

10 

8 

8 

0件 4件 8件 12件 16件 20件

地域におけるつながりづくりの支援

総合相談窓口の充実

地域のリーダー・人材の確保・育成

福祉に関する情報提供の充実

移動支援の充実 全体（n=35)
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４ 現行計画の評価（関係課ヒアリング結果） 

前回計画の取り組みを評価するため、各施策や計画内容について、関係課及び社協に調査

を実施し、進捗状況を把握しました。評価の判定区分はＡ～Ｄの 4 段階となっており、以下

のような内容となっています。 

■評価の判定区分 

 

 

 

 

 

基本目標１ 福祉の意識の醸成と担い手の確保・育成 

 

Ａ評価が 85.7％、B 評価が 14.3％となっています。 

 

[方向性 1 福祉教育の推進と市民の福祉意識の向上] 

Ａ評価が 90.0％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・市内を６地区に分け、「地域の出来事を自分事に」をスローガンに、「地域福祉推進会議

（地域住民が話し合う場）」を開催し、継続的に話し合いを重ねました。（福祉課・高齢

介護課） 

 

【Ｂ評価】 

・幼稚園、保育園、認定こども園において、地域の乳幼児を持つ母親や園児の保護者を対

象に子育てにかかわる講座を開催しました。園行事に参加するボランティアの枠を、高

校生までに広げるように検討する必要があります。（保育課） 

 

[方向性２ 地域福祉の担い手の確保・育成] 

Ａ評価が 60.0％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・地域活動に関するスキルを学ぶ「まちづくりの担い手育成講座」を実施するほか、碧南

市市民活動センターで地域活動・ボランティア活動に役立つ各種講座を開催しました。

（地域協働課） 

Ａ 順調に進んでいる 

Ｂ 概ね順調だが、改善の余地あり 

Ｃ 事業の大幅な改善が必要 

Ｄ 実施していない 
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 【Ｂ評価】 

・具体的な課題を検討するコアメンバー会議や町内会の回覧、幼稚園や保育園などで活動

の周知を行い、地域福祉の担い手の確保・育成を推進しました。また、地域福祉推進会

議シンポジウムの開催により、他地区の取り組みを共有することで互いの参考となるよ

うに努めました。 

次期計画においても、引き続き地域福祉の担い手の確保・育成に努める必要があります。

（社協） 

 

  

[方向性３ ボランティア活動の促進・支援] 

すべて A 評価となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・ボランティア活動への参加促進では、福祉実践教室で活動する、福祉学習サポーターの

高齢化が進んでいるため、福祉学習サポーターの養成講座を開催し、担い手を養成しま

す。（社協） 

 

■基本目標１の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標２ 地域の支え合いの仕組みづくり 

 

Ａ評価が 75.6％、B 評価が 24.4％となっています。 

 

[方向性 1 地域の関わり合いや交流の促進・居場所づくり] 

Ａ評価が 68.4％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

A 85.7 

A 90.0 

A 60.0 

A 100.0 

B 14.3 

B 10.0 

B 40.0 

B 0.0 

C 0.0 

C 0.0 

C 0.0 

C 0.0 

D 0.0 

D 0.0 

D 0.0 

D 0.0 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0（％）

【全体】 

基本目標１ 福祉の意識の醸成と担い手の確保・育成 

（21事業） 

 

【方向性別】 

方向性１  福祉教育の推進と市民の福祉意識の向上 

（10事業） 

方向性２  地域福祉の担い手の確保・育成 

（５事業） 

方向性３  ボランティア活動の促進・支援 

（６事業） 
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【Ａ評価】 

・高齢者や障害者、子育てや介護をしている人などの交流、悩みの共有については、高齢

者の楽しめる催しや子育て支援センターでの子どもを持つ親の交流や育児相談を実施し、

気軽に交流できる場の提供に努めました。（社協） 

 

【Ｂ評価】 

・地域交流については、サロンにおいて、外出促進や介護予防、高齢者同士の交流を促進

しました。多世代の交流について高齢者を講師としたイベント等を通して多世代の交流

を図りましたが、より地域の交流が図れるよう、多様な交流の在り方について検討する

必要があります。（社協） 

 

[方向性２ 地域活動の支援] 

 

Ａ評価が 80.0％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・町内会加入を勧めるページの公開、老人クラブ活動への補助金の支出による活動支援、

毎月開催する各地区の民生委員・児童委員協議会定例会及び地区定例会における福祉情

報の提供等、活動団体の活性化と地域の福祉課題解決に向けた環境整備を行いました。

（地域協働課・高齢介護課・福祉課） 

 

【Ｂ評価】 

・地域福祉推進会議については、具体的な仕組みづくりが一部の地域に留まっているため、

生活課題の解決につながるよう、ニーズの把握や具体的サポートについての検討が必要

です。（社協） 

 

[方向性３ 多様な分野・組織の連携・協働の推進] 

A 評価が 83.3％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・介護や障害福祉等の分野以外、制度の狭間となっている課題や複合的な課題を抱える世

帯等に対して地域の様々な主体が連携し、情報共有や課題解決を進めるためのネットワ

ークづくりを推進しました。（福祉課） 

・就労や社会参加の場の確保や創出については、障害者雇用の理解促進や支援を必要とす

る就労希望者への情報提供が推進されるよう、課題解決に向けた検討を進めました。（福

祉課） 
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【Ｂ評価】 

・地域自立支援協議会において、当事者及びその家族等の多様な団体が参画し、地域課題

の検討や連携を促進しました。地域の課題に対応できるよう地域自立支援協議会を活用

し、多様な団体と更に連携を推進します。（社協） 

■基本目標２の評価 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 安心・安全に暮らせる地域づくり 

 

Ａ評価が 87.3％、B 評価が 12.7％となっています。 

 

[方向性 1 相談支援体制の強化] 

Ａ評価が 90.0％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・生活困窮者の相談では、福祉課（生活保護担当）、ハローワーク碧南を始めとした、必要

と考えられる機関との情報共有、支援調整会議を開催し、困窮状態からの早期脱却を目

指した相談受付を行いました。（福祉課） 

 

【B 評価】 

・生活困窮者の就労や自立に向けた支援については、個別の支援プランの作成、ハローワ

ーク等様々な機関との連携により、就労に向けた相談、就労の充実に向けた支援を行う

必要があります。（社協） 

 

[方向性２ 多様なサービスの充実と情報提供] 

Ａ評価が 82.6％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

A 75.6 

A 68.4 

A 80.0 

A 83.3 

B 24.4 

B 31.6 

B 20.0 

B 16.7 

D 0.0 

C 0.0 

D 0.0 

C 0.0 

C 0.0 

D 0.0 

C 0.0 

D 0.0 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0（％）

【全体】 

基本目標２ 地域の支え合いの仕組みづくり 

（41事業） 

 

【方向性別】 

方向性１  地域の関わり合いや交流の促進・居場所づくり 

（19事業） 

方向性２  地域活動の支援 

（10事業） 

方向性３  多様な分野・組織の連携・協働の促進 

（12事業） 
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【Ａ評価】 

・共生型サービスなどの分野横断的な福祉サービス等の展開については、安心してサービ

スを受けることができるよう、事業所への指導、相談員の派遣等を通じて取り組み、ま

た、事業自体、ケアマネジメントの質の向上にも取り組みました。（高齢介護課） 

 

【Ｂ評価】 

・医療と介護、福祉サービスの冊子を作成し、医療機関や事業所の情報を随時更新するこ

とで、最新の案内が可能となるよう努めました。所在地を示した地図について、ホーム

ページ上でわかりやすく検索できるよう検討する必要があります。（高齢介護課） 

 

[方向性３ 誰もが住みやすい環境づくり] 

すべてＡ評価となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・居住に課題を抱える人に対する配慮された住居の確保や充実については、市営住宅にお

ける高齢者向け、障害者向け住宅の整備、養護老人ホームへの措置や生活支援ハウスへ

の入所決定等、住居の確保を行いました。（建築課） 

 

[方向性４ 権利擁護の推進] 

Ａ評価が 90.9％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・成年後見利用支援事業については、中核機関を運営する中で、基本的な役割でもある制

度普及の充実を図る必要があります。（福祉課） 

 

【Ｂ評価】 

・判断能力への支援が必要な認知症高齢者や障害者等の権利を擁護するための支援として

は、出張相談会を企画し、専門職相談の機会を提供するとともに、個別の支援を通じて、

成年後見制度を必要とする方について、支援を実施しました。医療福祉関係者だけでな

く、様々な専門職と連携し、相談する機会の確保が必要です。（社協） 

 

[方向性５ 地域ぐるみの防災対策の充実] 

Ａ評価が 90.0％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 
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【Ａ評価】 

・地域と連携した訓練の実施や防災知識の普及・啓発については、防災リーダー養成講座

の開催、災害ボランティアセンター立ち上げ訓練などを行いました。（社協） 

 

【Ｂ評価】 

・避難行動支援者の把握については、避難行動要支援者名簿を配布し、訓練を通して要配

慮者の把握に努めるように依頼していますが、活用している自主防災会は少なく、実際

の訓練等で活用しやすくなるよう、支援を進めていく必要があります。（危機管理課） 

 

[方向性６ 地域の見守り・防犯活動の推進] 

Ａ評価が 77.8％となっています。現行計画期間における現状は以下の通りです。 

 

【Ａ評価】 

・不審者情報の注意喚起、犯罪の発生状況の周知については、電子メールで各学校へ周知

するとともに、こども課及びまちの安全推進員へ情報提供を行いました。（学校教育課） 

 

【Ｂ評価】 

・地域のつながりづくりのためのあいさつや見守り活動は、検討を進めた地区もあります

が、全地区での検討には至っていないため、全地区での実施について検討を進めます。

（社協） 

■基本目標３の評価 

 

 A 87.3

A 90.0

A 82.6

A 100.0

A 90.9

A 90.0

A 77.8 

B 12.7

B 10.0

B 17.4

B 0.0

B 9.1

B 10.0

B 22.2 

C 0.0

C 0.0

D 0.0

D 0.0

C 0.0

D 0.0

D 0.0 

D 0.0

D 0.0

C 0.0

C 0.0

D 0.0

C 0.0

C 0.0 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

（％）

【全体】 

基本目標３ 安心・安全に暮らせる地域づくり 

（71事業） 

 

【方向性別】 

方向性１  相談支援体制の強化 

（10事業） 

方向性２  多様なサービスの充実と情報提供 

（23事業） 

方向性３  誰もが住みやすい環境づくり 

（8事業） 

 

方向性４  権利擁護の推進 

（11事業） 

 

方向性５  地域ぐるみの防災対策の充実 

（10事業） 

 

方向性６  地域の見守り・防犯活動の推進 

（９事業） 
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５ 課題の整理 

 

現状や課題 

・市民アンケート調査では、碧南市で支え合う地域づくりを進めるための行政の必要な支

援について、「身近な場所に相談窓口を増やす」、「地域や福祉に関する情報提供を充実

させる」の意見が多くみられました。 

誰もが気軽に相談できる相談窓口の充実や、周知を進めるとともに、地域福祉に関する

情報発信を積極的に努める必要があります。 

・団体ヒアリング調査では、近年の地域の課題について、「近所との関係が薄い」、「地域

活動の担い手がいない」という意見が多くみられました。地域での孤立化を防ぎ、つな

がりを持って安心して暮らしていけるよう、地域活動の担い手の養成に努め、課題解決

に向けた活動の推進によって、これらの問題を解決する必要があります。 

 

これまでの取組や成果 

・小中学校及び高校生を対象とした福祉実践教室、中高生を対象としたボランティア体験

教室、ボランティア活動の支援などを実施し、地域活動の担い手や団体の支援を図って

きました。地域では、地域の課題を話し合い、支え合う地域づくりのための新たな活動

の動きもみられます。 

・市内を６地区に分け、「地域の出来事を自分事に」をスローガンに、地域福祉推進会議

を開催し、地域住民が話し合う場を設け、継続的に話し合いを重ねるとともに、年１回

活動の共有及び地域福祉への関心を高めることを目的とした「地域福祉推進会議シン

ポジウム」を合同で開催し、地域福祉への関心や理解促進に努めています。 

 

 

 

 
【考察や今後の方向性】 

・地域福祉を推進していくには、住民一人ひとりが身近な地域や福祉について意識を高

め、より多くの住民が地域福祉に関わることが大切です。地域福祉に関する住民の関心

を醸成する働きかけが求められます。 

・誰もが安心して地域で暮らしていくには、地域における支え合い活動の推進により地域

の課題を地域で解決できるような仕組みを構築していくことが求められます。行政とし

ても、今後ますます複雑化・複合化が予想される地域住民一人ひとりの福祉課題・生活

課題に対して、相談支援体制の充実を図り、多様な支援・サービスについて、多機関が

連携し、分野横断的に提供する姿勢が求められます。 
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    計画の基本的な考え方 
 

1 基本目標 

 

 

     地域共生社会に向けた土台づくり 

 
 地域福祉を推進していくには、住民一人ひとりが身近な地域や福祉について意識を高め、

より多くの住民が地域福祉に関わることが大切です。多様な方法で、地域福祉に関する住民

の関心を醸成する働きかけや、地域福祉に携わる人材の確保・育成や活動の支援を進めます。 

 

 

     地域における支え合い活動の推進 

 
 支え合う地域づくりを進めるには、地域の住民同士が交流する中で顔の見える関係をつく

り、地域の課題を地域で解決できるような仕組みを構築していくことが求められます。イベ

ント・行事や地域の拠点などを活用し様々な世代の交流を促進するとともに、町内会を始め

とした地域活動の活性化を図ります。また、分野や所属を超えて様々な機関や団体が連携を

図ることで、地域のネットワークの構築を図ります。 

 

 

     支援が必要な人を支える仕組みづくり 

 
 誰もが安心して地域で暮らしていくには、あらゆる困りごとや悩みを相談できる場がある

ことや、困りごとの解決につながる支援を受けられることが必要です。行政や社協、相談支

援機関等様々な機関が連携し、相談支援体制の充実や多様な支援・サービスの提供を図りま

す。 

  

 

     安全で安心に暮らせるまちづくり 

 
 地域で暮らしていくために必要な住居や移動手段の確保や、本市でも関心が高い防災対策

及び防犯や見守りについて施策を推進します。   

基本目標 

１ 

基本目標 

２ 

基本目標 

３ 

第3 章 

基本目標 

4 
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２ 施策の体系及び重点施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

地域共生社会に向けた

土台づくり 

施策の方向 

１ 福祉教育の推進と支え合いのきっかけづくり 重点 

基本目標 

２ 地域福祉の担い手の確保・育成 重点 

３ ボランティア活動の促進・支援 

２ 

地域における支え合い

活動の推進 

１ 地域の関わりあいや交流の促進・居場所づくり 重点 

２ 地域活動の支援・地域の福祉課題解決に向けた援助 重点 

３ 

支援が必要な人を支え

る仕組みづくり 

１ 支援機関等の協働による、寄り添い続ける支援の推進 重点 

２ 多様化する福祉課題に対する福祉サービスの充実と情報提供 

３ 誰もが暮らしやすい生活環境の整備 

４ 権利擁護の推進 

４ 

安全で安心に暮らせる 

まちづくり 

１ 災害に備える地域づくり 

２ 日頃の見守り活動の支援 
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    地域福祉計画・地域福祉活動計画 
 

基本目標１ 地域共生社会に向けた土台づくり 

 

 

現状・課題 

●地域福祉を推進する上では、市民一人ひとりの「地域共生社会」に向けた支え合いに対す

る福祉意識の醸成が必要不可欠であり、福祉意識の醸成を進めるためには、市民が積極的

に社会参加をすることや、子どもの頃から福祉について学ぶことにより、お互いに思いや

り、認め合う心を育むことが重要です。 

令和８（2026）年度に実施した市民アンケート調査においては、「地域共生社会」という

言葉を知っているについて、「全く知らない」が 50.0％と半数を占めています。「地域共

生社会」はこれからの福祉のまちづくりにおいて欠かすことができないものであり、一人

ひとりが地域共生社会の担い手となっていくためにその意味や重要性を周知していくこ

とが必要です。 

●本市では、「地域福祉推進会議シンポジウム」の開催や広報紙等を通じた情報発信、各学

校における福祉実践教室の開催、寄付や共同募金等を通じて地域福祉や地域共生社会に関

する啓発や学習機会の提供を行っています。 

●町内会や老人クラブ、子ども会などの地域組織においても加入率の低下がみられており、

担い手不足も課題となっています。地域住民の抱える課題が多様化する中で、地域の住民

同士での助け合いや支え合いがますます重要となっており、地域や団体の活動を牽引する

地域福祉の担い手の確保・育成を進めていく必要があります。さらに、ボランティア活動

に興味関心を持ち、参加してもらえる機会づくりや、団体等に対して活動促進のための支

援を進めていくことが必要です。 

 

 

 

福祉教育の推進と支え合いのきっかけづくり  

方向性 

啓発や広報により、市民の福祉意識の醸成を進め、市民一人ひとりが地域共生社会の基

盤となれるような土台づくりを行います。 

 

第4 章 

施策の方向 1 
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市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 
 

No. 取組 方向性 

１ 地域福祉のＰＲ活動 社会福祉協議会 

 社協だよりやホームページ、ＳＮＳ等の情報媒体に加

え、各種事業を通じた地域住民との関わりにより、福祉に

関する啓発や福祉サービスに関する情報発信を行いま

す。 

行政【福祉課・高齢介護課】 

 地域福祉に関する特集記事を組む等、「広報へきなん」

やホームページ、ＳＮＳ等を活用し、市民の地域福祉意識

の高揚に努めます。 

２ 理解を深めるための講

座実施 

社会福祉協議会 

 講演会や研修会、講座等を開催し、地域福祉に関する理

解促進に努めます。 

行政【福祉課・高齢介護課】 

 社会福祉協議会と連携し、講演会や研修会、講座等を開

催し、地域福祉に関する理解促進に努めます。 

３ 実践的な福祉教育の推

進 

社会福祉協議会 

 総合学習等によるボランティア活動体験や高齢者や障

害者、子育て家庭等への福祉などに関する体験学習の機

会を設定するなど、実践的な福祉教育を進めます。 

行政【保育課・高齢介護課・学校教育課】 

 社会福祉協議会と連携し、ボランティア活動体験、体験

学習の機会設定により、福祉教育の推進に努めます。 

 

 

市民 

・自分が身近でできることから地域活動に関わりましょう。 

・福祉について学ぶ場や地域のつどいの場に、積極的に参加しましょう。 

 

地域・団体 

・地区の地域福祉推進会議の取り組みは住民自身で情報発信しましょう。 
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地域福祉の担い手の確保・育成 

方向性 

地域福祉活動に参加する人の増加に向けて、地域福祉活動を具体化し、勉強会の開催等

を通じ、支援の担い手確保を進めます。 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

４ 地域福祉活動の担い手

づくり 

社会福祉協議会 

 地域福祉活動を具体化し、活動に応じた担い手の確保・

育成に努めます。 

行政【福祉課・高齢介護課・地域協働課】 

 講座や勉強会の開催等を通じ、地域福祉の担い手の確

保・育成に努めます。特に、増加する高齢者等への支援の

担い手の確保を重点的に進めます。 

 

 

 

施策の方向２ 

市民 

・自分が身近でできることから地域活動に関わりましょう。 

地域・団体 

・活動の魅力を積極的に発信しましょう。 
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ボランティア活動の促進・支援 

 

方向性 

ボランティア活動への関心を高めるとともに、市民が自身に合ったボランティア活動を

選べる環境づくりやボランティア団体が活動を継続するための支援に取り組みます。 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

５ ボランティアの育成 行政【地域協働課】 

 ボランティア団体の新たな立ち上げや育成のため、養

成講座などの実施を支援します。 

６ ボランティア活動への

参加促進 

行政【地域協働課】 

 地域住民がボランティアに参加しやすい環境づくりを

行います。 

７ ボランティア活動の活

性化への支援 

行政【地域協働課・生涯学習課】 

 地域住民やボランティアが地域活動を主体的に運営す

る取り組みを支援します。 

 

施策の方向３ 

市民 

・関心のある取組やできることからボランティア活動に参加しましょう。 

地域・団体 

・活動の輪を広げるため、学生など若い世代への声かけや、ボランティア団体などの間

で情報交換を行いましょう。 
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基本目標２ 地域における支え合い活動の推進 
 

 

現状・課題 

●市民アンケート調査においては、近所付き合いの程度について、「顔を合わせたときにあい

さつする程度」が 59.0％と最も高くなっており、令和２（2020）年度に実施した前回調査

と比べて「困ったときにお互いに助け合える程度」「お互いに訪問し合う程度」といった親

密に近所付き合いをしている割合が減少しています。 

●同アンケートにおいて、住んでいる地域の課題・問題について、「わからない」が 29.4％

と最も高くなっており、地域への関心が薄いことがうかがえます。次いで「近所との関係

が薄い」、「地域活動の担い手がいない」が続いており、近隣関係の希薄化や地域活動団体

等の組織の脆弱化が課題となっていることがわかります。 

●地域共生社会の実現に向けては、地域の住民自らが地域の課題を把握し、その解決に向け

て取り組める地域づくりを進めていくことが必要となります。そのためには、地域でどの

ような課題を抱えているのかを地域住民同士が共有し、課題解決に向けて取り組んでいく

体制づくりが求められます。本市では、市内６地区ごとに「地域福祉推進会議」を組織し、

主体的な地域福祉活動を展開しています。引き続き、地域課題の解決や安心して住み続け

られる地域づくりに向けて会議体の活性化が重要です。 

 

 

地域の関わりあいや交流の促進・居場所づくり 

方向性 

地域住民同士が気軽につどい、日常的に交流できるよう、身近な地域での交流拠点や居

場所づくりを推進します。 

 

市民・地域の取組 

 

 市民 

・町内会や地域の活動に積極的に参加しましょう。 

地域・団体 

・地域の交流拠点やつどいの場づくりに積極的に関わり、広く地域の皆さんに声掛け

をしましょう。 

・地域の人の居場所の創設に努めましょう。 

施策の方向 1 
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行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

８ 地域での交流促進 社会福祉協議会 

 地域で行われている活動を活かし、地域の交流を促進

します。 

行政【学校教育課】 

 地域住民や保護者等が参加し、学校や生徒と交流でき

る行事を開催します。 

９ 地域での居場所づくり 社会福祉協議会 

 高齢者、障害者、こどもなど各分野の交流を促進し、居

場所づくりを推進します。 

行政【生涯学習課・福祉課・高齢介護課・保育課】 

 地域の行事・イベントや、公民館や学校等の公共施設、

ふれあい農園等を活用し、多世代の交流を図ります。 

10 地域の拠点としての公

共施設の機能強化 

行政【高齢介護課・地域協働課】 

 地域住民の交流活動を促進するため、公共施設への地

域連携推進員の配置や、公共施設等の活動拠点の提供、助

成等の支援を行います。 

 

 

 

地域活動の支援・地域の福祉課題解決に向けた援助 

 

方向性 

「地域共生社会」の実現に向け、地域活動団体等を中心に、地域住民自らが地域の課題

を把握し、その解決に向けて取り組める地域づくりを推進します。 

 

市民・地域の取組 

 

 

施策の方向２ 

市民 

・地域を見つめて、課題をみんなで共有しましょう。 

地域・団体 

・地域活動や取組について、地域住民に積極的に情報発信しましょう。 
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行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

11 地域活動団体の活性化 行政【地域協働課・高齢介護課】 

 町内会等の地域活動をする団体の活動内容等を周知

し、活動団体の活性化を支援します。 

12 地域活動団体との連携 行政【地域協働課・高齢介護課・福祉課】 

 町内会等の地域活動をする団体へ市政に関するわかり

やすい情報を提供し、活動を支援します。 

13 住民主体活動の活性化 行政【福祉課・高齢介護課】 

 地域福祉の担い手となる住民が、主体的に地域の福祉

課題を把握し、課題解決に向けた検討を試みることがで

きる環境を整備します。 

14 地域福祉推進会議への

支援 

社会福祉協議会 

 地域福祉推進会議等を通じて、住民主体で行う身近な

地域生活課題の把握や、必要なサービス・生活サポートの

ための仕組みづくりを支援します。 

15 コミュニティソーシャ

ルワークの充実 

社会福祉協議会 

 個別課題に応じて地域の様々な資源をつなぎ、地域生

活課題の解決を図るため、コミュニティソーシャルワー

クの充実を図ります。 
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基本目標３ 支援が必要な人を支える仕組みづくり 
 

 

現状・課題 

●社会情勢の変化に伴い、地域住民の抱える福祉ニーズが複雑化・複合化しています。介護

や子育て、障がい、生活困窮、ひきこもりなど、一つの福祉分野だけでは解決できない複

合的な課題を抱える世帯が増加しています。 

●市民アンケート調査においては、生活上の悩みや不安を相談できる相手または場所（機関）

があるかについて、「ない」が 25.6％、「相談したくはない」が 4.4％となっており、相談

先がない人や相談自体を避ける人が一定数いることがわかります。また、相談しやすい窓

口としては「相談から支援まで一体的に、解決まで伴走してくれる」が 50％を超えて最も

高く、切れ目のない支援体制が求められています。 

●同アンケート調査においては、隣近所で手助けや支援が必要な人・家庭の状況について、

「いずれもいない」以外では、「ひとり暮らしの高齢者」「高齢者のみの家庭」「要介護や認

知症の高齢者がいる家庭」が上位にあげられており、高齢者を中心とした支援の必要性が

うかがえます。高齢化により一人暮らし高齢者や認知症の高齢者も増加することが見込ま

れ、また、単身世帯の増加や未婚率の上昇等を背景に頼れる身寄りがない人も増加する可

能性があります。 

●本市では、令和８（2026）年度から重層的支援体制整備事業を開始しています。今後も、

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するための

さらなる体制の強化や事業の深化が必要です。 

 

 

 

支援機関等の協働による、寄り添い続ける支援の推進 

方向性 

多様な市民の悩みごと・困りごとや複雑・複合化した地域課題への対応に向けて、相談

しやすい窓口づくりや関係機関や地域活動団体団体等との連携・協力体制の構築により課

題把握・解決に取り組みます。 

 

 

施策の方向 1 
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市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

16 包括的な支援体制の構

築 

行政【福祉課・こども課・高齢介護課・健康課】 

 制度の狭間の問題や複合的な課題を抱える世帯等への

連携した支援体制を構築します。 

17 地域福祉のネットワー

クづくり 

社会福祉協議会 

 民生委員・児童委員や町内会、ボランティア団体等の地

域活動をする団体との支援ネットワークづくりを進めま

す。 

行政【福祉課・高齢介護課】 

 企業等や民生委員・児童委員、町内会、ボランティア団

体等の地域活動をする団体との支援ネットワークづくり

を進めます。 

18 関係機関との連携強化 社会福祉協議会 

 子育て、高齢、障害福祉の他、制度の狭間に対応できる

よう、関係機関の連携を促進します。 

行政【福祉課・高齢介護課・こども課・健康課】 

 相談を必要とする方に対し、的確かつ迅速に対応し、充

実した支援を行うため、市役所各課等や社会福祉協議会

等との連携を強化します。 

19 生活困窮者への支援 行政【福祉課・社会福祉協議会】 

 生活困窮者の相談に応じ、関係機関と連携し、必要な情

報提供や対応、助言を行います。また、就労や自立に向け

た支援を行います。 

市民 

・相手に寄り添って話を聞き、身近な人の相談相手になりましょう。 

地域・団体 

・相談先が分からずに困っている人をみつけたら、寄り添って相談を受け、解決に向け

て動き、困難な場合は関係機関等につなぎましょう。 
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No. 取組 方向性 

20 自殺対策の推進 行政【健康課】 

 自殺対策に関連する庁内関係各課が連携し、相談の充

実を図ります。また、相談内容に応じた適切な制度や相談

機関、窓口につなげていきます。 

21 総合的な相談窓口の充

実 

行政【福祉課・高齢介護課・こども課・健康課】・社会福

祉協議会 

 地域の相談支援機関（地域包括支援センター 、基幹相

談支援センター等）が連携し、身近で総合的な相談窓口の

充実を図り、包括的な相談支援体制を構築します。 

22 相談支援機関への支援 社会福祉協議会 

 市内の相談支援機関（居宅介護支援事業所、障害児者相

談支援事業所等）のサポートを行い、相談機能の充実に努

めます。 

23 ひきこもり等への支援 行政【福祉課・高齢介護課・こども課・健康課・学校教育

課】・社会福祉協議会 

 ひきこもりや不登校の状態にある人など、自ら支援に

つながることが難しい人などを早期に発見し、適切な支

援につなぐためにアウトリーチ等を通じた継続支援を実

施します。 

24 頼れる身寄りのない人

への支援 

行政【福祉課・高齢介護課】・社会福祉協議会 

 頼れる身寄りのない高齢者等の日常生活支援、入院や

入所の手続き、死後事務等について支援する体制を整備

します。 
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多様化する福祉課題に対する福祉サービスの充実と情報提供 

方向性 

福祉サービスの情報発信を行うとともに、事業所等における提供サービス内容の充実や

質の向上を支援し、支援を必要とする人が適切なサービスを利用できる環境を整備します。 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

25 

 

福祉サービスの情報提

供 

行政【福祉課・高齢介護課】 

 サービス等の情報が行き届くよう、広報や市ホームペ

ージ等の工夫や改善により、サービス情報を一層分かり

やすく提供するとともに、支援を必要とする人に直接関

わる民生委員・児童委員等への福祉情報の提供を充実し

ます。 

26 利用者ニーズの把握 行政【福祉課・高齢介護課・こども課】 

 必要な福祉サービスが提供されるよう、きめ細やかな

利用者のニーズ把握に努めます。 

27 福祉サービスの質の確

保 

行政【福祉課・高齢介護課・こども課】 

 福祉サービス事業所への監査などを実施し、サービス

の低下を防止するとともにサービス向上に向けた方策を

検討します。 

28 多様なサービスの充実 行政【福祉課・高齢介護課・こども課】 

 共生型サービスなどの分野横断的な福祉サービス等の

展開の促進など、多様なサービス提供体制の整備を促進

します。 

施策の方向２ 

市民 

・正しい情報を得るため、信頼できる情報源から情報収集します。 

地域・団体 

・地域や団体の活動について積極的に情報発信します。 
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No. 取組 方向性 

29 福祉人材の確保・育成 行政【福祉課・高齢介護課】 

 将来的な福祉人材の不足等に対応するため、愛知県や

市内事業所との連携により人材育成等の取組を進めま

す。 

30 福祉情報の発信 社会福祉協議会 

 子育て、高齢、障害福祉等に関する情報を集約し、社協

だよりやホームページ、ＳＮＳ等を活用し、情報を発信し

ていきます。 

 

 

誰もが暮らしやすい生活環境の整備 

方向性 

移動・外出、住まいにかかる支援や公共施設等のバリアフリー化、ユニバーサルデザイ

ンの推進等により、誰もが安心・快適に暮らせる生活環境を整備します。 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

31 移動に関する支援 行政【高齢介護課・福祉課】 

 高齢者や障害者の地域生活の支援や社会参加を促進す

るため、移動や外出支援に関するサービスを提供します。 

32 循環バスの利便性向上 行政【商工課】 

 市内巡回バス等の公共交通機関の利便性の向上を図り

ます。 

施策の方向３ 

市民 

・交通やバリアフリーについて意識し、みんなに快適な環境か確認しましょう。 

地域・団体 

・活動を通じて、支援やサービスが必要な人に情報を伝えましょう。 
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No. 取組 方向性 

33 バリアフリー・ユニバー

サルデザインの推進 

行政【都市計画課】 

 公共施設や公園、道路等を誰もが利用しやすいものと

するため、バリアフリー化やユニバーサルデザインを推

進します。 

34 居住支援の充実 行政【建築課・高齢介護課・福祉課】 

 高齢者や障害者のほか、居住に課題を抱える人に対し

配慮された住居の確保や充実を図るとともに、横断的な

支援を行います。 

35 高齢者・障害者等の外出

支援 

社会福祉協議会 

 車いすの貸出、車いす専用車の貸出各種サービスに係

る支援等により高齢者や障害者等の外出支援を実施しま

す。 

 

 

 

権利擁護の推進 

方向性 

虐待等の深刻な人権侵害に対し、防止のための啓発や情報発信、相談から適切な支援に

つなげるための連携体制の拡充を図ります。 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向４ 

市民 

・制度についての知識を深め、必要に応じて利用できるようにしましょう。 

地域・団体 

・支援が必要な人を地域で見守り、成年後見支援センターや専門機関などの必要な支援

につなげましょう。 
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行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

36 虐待の防止・早期発見・

早期対応 

行政【福祉課・高齢介護課・こども課】 

 高齢者や障害者、児童に対する虐待を防止するととも

に、加虐者の抱える課題についても、対応することのでき

る分野横断的体制の整備を促進します。 

37 権利擁護に関する支援 社会福祉協議会 

 意思決定支援等による権利行使の支援や、虐待等の権

利侵害からの回復手段として、支援を必要とする人が、地

域社会へ参加し、共に自立した生活を送ることができる

よう、出張相談会、講演会、研修会、相談対応等の総合的

な支援活動を行います。 
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基本目標４ 安全で安心に暮らせるまちづくり 
 

 

現状・課題 

●近年、全国各地で豪雨や地震など甚大な自然災害が多く発生しています。災害対策は、ま

ず自分たちで日頃から備える「自助」の取組が重要であり、そのために市民一人ひとりの

防災意識を高めることが必要です。その上で、日頃からの顔の見える関係づくりや災害時

に手助けが必要な人への対応、防災訓練の活性化などにより災害に強い地域づくりを進め

ていく必要があります。 

●災害時にはひとり暮らし高齢者や障害のある人など、自ら避難することが困難な要配慮者

に対する避難支援や避難所等での配慮も課題となっています。本市では避難行動要支援者

名簿の配布や地域での要配慮者の把握を促進していますが、より一層、地域の自主防災会

で活用していけるよう支援をしていく必要があります。 

●市民を犯罪から守る取組や地域の交通安全を実現するための意識醸成に向けた取組も重要

です。特に近年では高齢者を狙った犯罪等も全国的に増加していることから、住み慣れた

地域で、より安全に安心して生活を送るためにも周囲の見守りや声掛け、関係機関の協力

体制による地域ぐるみの防犯・交通安全対策を強化する必要があります。 

 

 

災害に備える地域づくり 

方向性 

日常的なつながりを強めていくことで緊急時や災害に強い地域づくりを進めるとともに、

避難行動要支援者が円滑に避難することができるよう、各地域の自主防災会等の活動を促

進します。 

 

市民・地域の取組 

 

 

施策の方向 1 

市民 

・防災訓練に参加し、災害時に地域の人と協力し合えるようにしましょう。 

地域・団体 

・防災訓練等の参加に、積極的に声掛けを行い、防災訓練等を推進しましょう。 
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行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

38 防災訓練への支援 行政【危機管理課】 

 大規模災害に備えた避難所運営や、資機材の取り扱い

などについて、自主防災会と協力し、防災訓練を実施しま

す。 

39 避難行動要支援者登録

制度及び個別避難計画

整備の推進 

行政【危機管理課・福祉課・高齢介護課】 

 災害時の避難行動要支援者及び個別避難が必要な支援

者の把握を進め、民生委員・児童委員等に情報提供するこ

となどにより日常的な見守り等を通じた災害時の支援の

推進を促進します。 

40 防災知識の普及・啓発 社会福祉協議会 

 地域と連携し、災害等に備えた訓練の実施や、防災リー

ダー養成講座等による防災知識の普及・啓発に努めます。 

41 防災に関する地域連携

の推進 

社会福祉協議会 

 避難行動要支援者及び個別避難が必要な支援者の支援

に備え、地域で連携ができる体制づくりを支援します。 

42 災害・防災ボランティア

活動の促進 

社会福祉協議会 

 被災時の災害ボランティアセンター開設に備え、防災

ボランティア等との連携を進めるほか、防災ボランティ

ア等を中心とした地域で自主的な防災活動を支援しま

す。 

 

 

 

日頃の見守り活動の支援 

 

方向性 

市民を犯罪から守る取組や地域の交通安全を実現するための防犯意識の醸成に向けた取

組を推進します。 

 

 

 

施策の方向２ 



 

57 

 

市民・地域の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政・社会福祉協議会の取組 

 

No. 取組 方向性 

43 地域の見守りによる安

全な地域づくり 

行政【地域協働課・生涯学習課・福祉課・高齢介護課】・

社会福祉協議会 

 民生委員・児童委員やボランティア・市民活動団体、老

人クラブ等との連携を図りながら、地域の自主的な見守

り活動や、防犯活動を支援します。 

44 子どもへの防犯対策の

推進 

行政【学校教育課】 

 小中学校等へ寄せられる不審者情報を電子メールにて

周知し、保護者へ注意を促します。 

45 防犯に関する情報の提

供 

行政【地域協働課】 

 犯罪の発生状況や特徴をホームページ等で周知すると

ともに、防犯教室を開催します。 

46 防犯パトロールの実施 行政【地域協働課】 

 青色回転灯を装着したパトロール車による市内巡回パ

トロール活動を実施するとともに、地域における防犯パ

トロールを支援します。 

47 消費者被害等の防止 社会福祉協議会 

 高齢者の悪質商法対策等、防犯に関する情報を提供し

ていきます。 

 

 

 

 

市民 

・顔の見える関係づくりで犯罪の起こりにくい地域づくりを進めましょう。 

地域・団体 

・地域ぐるみで防犯・交通安全に関する取組を進めましょう。 
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    成年後見制度利用促進計画 
 

１ 計画と策定にあたって 

（１）策定の趣旨 

近年、高齢化の進行に伴い、認知症の高齢者やひとり暮らし高齢者の増加が見込まれてお

り、成年後見制度の必要性がますます高まっています。また、日常生活での判断等に不安を

抱える人へのサポート、障害者の「親亡き後」の問題といった成年後見制度を取り巻く様々

な課題も顕在化しています。 

成年後見制度は、判断能力が不十分な人の権利や財産を守る制度として、スタートしまし

た。 

平成 28（2016）年に施行された「成年後見制度の利用の促進に関する法律」では、成年後

見制度の利用促進に関する施策について、基本的な計画を定めることが市町村の努力義務と

されました。国においては平成 29（2017）年 3 月に「成年後見制度利用促進基本計画」が、

令和４（2022）年 3 月に「第二期成年後見制度利用促進基本計画」が閣議決定されています。

国の第二期計画では、成年後見制度利用促進の基本的な方向性として「地域共生社会の実現

という目的に向けた共通基盤となる考え方として「権利擁護支援」を位置づける」ことが示

されています。（国の第三期計画はこの秋、冬まで骨格が出ないようですので、国の計画が出

てから加筆していく可能性があります。） 

昨今では、成年後見制度のニーズの増加・多様化が進み、より使いやすい制度にするため

の見直しが行われ、令和８（2026）年 6 月に「民法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律」が成立し、公布されました。 

今後も制度運用における様々な課題の解消に向けた国の動きを注視していく必要がありま

す。 

本市においては、令和３（2021）年３月に策定した「へきなん地域福祉ハッピープラン（第

３次碧南市地域福祉計画・第５次碧南市社会福祉協議会地域福祉活動計画）」に包含するかた

ちで「碧南市成年後見制度利用促進計画」を位置づけました。また、令和７（2025）年４月

には、成年後見支援センターを中核機関として位置づけ、成年後見制度利用促進事業を実施

しています。 

第２次の計画となる本計画では、国の動向を踏まえ、行政や、成年後見支援センターが取

り組むべき権利擁護施策について整理するとともに、地域福祉連動、団体連携、利用促進等

において、更なる深化を図ります。

第5 章 
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（２）成年後見制度の概要 

 

成年後見制度とは                                   

 

認知症、知的障害、精神障害などの理由で、判断能力の不十分な方々は、財産管理（不動

産や預貯金などの管理、遺産分割協議などの相続手続など）や身上保護（介護・福祉サービ

スの利用契約や施設入所・入院の契約締結、履行状況の確認など）などの法律行為をひとり

で行うのが難しい場合があります。 

また、自分に不利益な契約であることがよくわからないままに契約を結んでしまい、悪質

商法の被害にあう恐れもあります。 

このような、判断能力の不十分な方々を法的に保護し、本人の意思を尊重した支援（意思

決定支援）を行い、共に考え、地域全体で、安心して暮らせる社会を築いていくための制度

が成年後見制度です。 

なお、成年後見制度には、「法定後見制度」と「任意後見制度」があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■制度の概要 

法定後見制度 任意後見制度 

本人の判断能力が不十分になった後に、家庭

裁判所によって選任された成年後見人等が

本人を法律的に支援する制度（本人の判断能

力に応じて「後見」、「保佐」、「補助」の３つ

の制度に分かれる。）です。 

本人が十分な判断能力を有する時に、あらか 

じめ、任意後見人となる方や将来その方に委 

任する事務（本人の生活、療養看護及び財産 

管理に関する事務）の内容を定めておき、本 

人の判断能力が不十分になった後に、任意後 

見人がこれらの事務を本人に代わって行う 

制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

※「後見」、「保佐」、「補助」の区分は、今後の制度改正で「補助」に一元化されます。 

成年後見制度 

法定後見制度 

任意後見制度 

後見 保佐 補助 
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（３）民法改正の概要 

 令和８（2026）年６月に公布された「民法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」の概要は以下のとおりです。なお、施行については公布日から２年

６月を超えない範囲内となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高齢化の進展、単独世帯の増加などの家族の在り方の変化により、成年後見制度についてのニーズの

増加・多様化 

●障害の有無にかかわらず、自己決定権を尊重するとの理念の高まり 

背景・必要性 

成年後見制度を更に使いやすくすることが喫緊の課題 

 

 

主な改正事項 

改正前 

●事理弁識能力を欠く状況にある者と認定

されると後見人が包括的な代理権・取消

権を有する制度しか利用できず、自己決

定権が必要以上に制限される 

 

改正後 

●本人に必要な事項について代理権・取消

権を付与する制度（補助の制度）に一元

化し、後見・保佐の制度を廃止 

事理弁識能力を欠く状況にある者は、法

定の重要な財産行為の取消権の仕組み

（特定補助の仕組み）を選択することが

可能 

改正前 

●後見・保佐の制度は、事理弁識能力が回復

しない限り利用をやめることができない 

 

改正後 

●利用の必要がなくなったときに制度利用

を終了することが可能 

改正前 

●交代が困難である等ニーズに合った保護

を受けることができない 

 

改正後 

●選任時に本人の意思を尊重、意向の把握を

義務化 

●本人の利益のため特に必要があるときに

補助人を解任することが可能 

※事理弁識能力：利害得失を適切に判断する能力 
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２ 現状と課題 

（１） 成年後見制度の対象者の状況 

成年後見制度対象者は、年々増加しており、令和７（2025）年度 3,730 人となっていま

す。内訳をみると、推定認知症が 2,139 人、知的障害が 774 人、精神障害が 817 人となっ

ています。 

 

■成年後見制度対象者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※推定認知症は、厚生労働省が令和４(2022)年５月８日に公表した「認知症および軽度認知障害（ＭＣＩ）の高齢者と

有病率の推計」による高齢者における認知症有病率（令和４(2022)年で 12.3％）に 65歳以上の人口を乗じた数値 

※知的障がいは療育手帳保有者数、精神障がいは精神保健福祉手帳保有者数 

                            

資料：福祉課、高齢介護課（各年４月１日現在） 

（２） 成年後見制度の利用状況 

本市の成年後見制度類型別利用者数は、令和 7（2025）年で 64 人となっています。類型

別にみると、後見類型が多くなっています。 

■成年後見制度の類型別利用者数（令和７年 12月末現在） 

 碧南市 全国 

後見類型 58人 (90.0％) 180,828人 (69.6％) 

保佐類型 4人 (6.0％) 58,162人 (22.4％) 

補助類型 1人 (2.0％) 18,078人 (7.0％) 

任意後見 １人 (2.0％) 2,833人 (1.0％) 

合計 64人  259,901人  

※（ ）内の数値は構成比 

       資料：碧南市…高齢介護課、福祉課 

 全国…最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況-令和７(2025）年１月～12月」 

2,135 2,145 2,137 2,139 2,139

662 687 704 740 774

608 663 697 778 817

3,405 3,495 3,538 3,657 3,730

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

（人）

推定認知症 知的障害 精神障害 合計
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（２）市長申立ての状況 
市長申立て件数は、令和３（2021）年以降１～３件で推移しています。内訳をみると、令

和５（2023）年の障害者１件以外は高齢者となっています。 

 

■市長申立て件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：福祉課、高齢介護課 

（３） 成年後見制度利用支援事業（報酬助成）の利用状況 

成年後見制度利用支援事業利用状況（報酬助成件数）は「碧南市成年後見制度利用支援事

業実施規定」に基づき助成され、件数は、令和３（2021）年以降１～２件で推移しています。

内訳をみると、令和４（2022）年、令和６（2024）年の高齢者１件以外は障害者となってい

ます。なお、報酬助成については、令和９（2027）年以降、成年後見制度の利用促進に向け

報酬助成条件等を検証していきます。 

 

■成年後見制度利用支援事業利用状況（報酬助成件数の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課、高齢介護課 
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【碧南市の成年後見制度関連事業の概要】 

 

 

 

碧南市では、碧南市成年後見制度利用支援事業として、成年後見申立費用や後見人等に係

る報酬の助成や親族がいない場合の申立てを実施するほか、令和 7（2025）年度からは中

核機関として、碧南市成年後見支援センターを設置し、成年後見制度利用促進事業を行っ

ています。 

碧南市の成年後見制度関連事業と地域連携ネットワーク 

L:\G 民生\04 障害\14 心身障害者事務\05 地域福祉計画策定\R2 第３次\06 計画骨子 

連
携
・
支
援 

業
務
委
託 

地域連携ネットワークの役割 

・権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

・早期の段階からの相談・対応体制の整備 

・意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

本人 

（障害者） 
後見人等 

本人 

（認知症高齢者） 

後見人等 

弁護士会・司法書士会等 

民間団体・NPO等 

金融機関 

家庭裁判所 

地域包括支援センター 

社会福祉協議会 

民生委員・児童委員・ 

自治体等地域関係団体 

介護サービス事業者 

医療機関  

医療機関 

相談支援専門員 

愛

知

県 

碧南市 

（社会福祉協議会内）  
 
碧南市成年後見制度利用促進 
事業 

・広報啓発 

・相談（助言） 

・利用支援 

・後見人支援等 

碧南市成年後見制度利用支援事業 
制度の利用を促進するため、以下の事業を 

行っています。 

・成年後見申立て費用の助成 

・後見人等に係る報酬の助成 

・親族がいない方等の申立て事務 

ケアマネジャー 

地域連携ネットワーク 

碧南市 

中核機能（成年後見支援センター） 
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３ 施策の展開 

認知症や障害等により判断能力が不十分な中でも、その人らしく豊かに生きる権利が守ら

れることをめざし、市や関係機関等が以下の取り組みを実施します。 

 

制度の普及・利用促進 

 

現状・課題 

●全国的に認知症のリスクが高まる後期高齢者や知的障害、精神障害などで判断能力が不十

分な人が増加しており、本市においても同様の傾向にあります。権利擁護支援を必要とす

る人が適切に制度を利用できる環境整備を推進することが重要です。 

●市民に対しては、隔年で外部講師を招き、権利擁護に関する講演会を実施しています。 

●市民アンケート調査結果をみると、制度の周知が進んでおらず、成年後見制度については

「名前も内容も知らない」が 31.1％を占めるなど未だ制度理解が進んでいないことが見受

けられます。 

●成年後見制度の潜在的なニーズが多いと予想され、今後、制度利用が進むことで、成年後

見人等の不足が懸念されています。 

 

方向性 

●制度の周知・啓発の充実と、制度を必要な人が適切に制度利用できるための環境を整備し、

利用促進を図ります。 

 

基本目標 1 
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行政・成年後見支援センターの取組 

 

No. 取組 方向性 

１ 制度の普及、利用の促進 行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

 成年後見支援センターと連携し、権利擁護に関する制

度の普及、利用の促進を図ります。 

２ 講演・講習会の開催 成年後見支援センター 

成年後見制度等をテーマにした権利擁護に関する講

演・講習会を開催する等、誰でも安心して暮らせる地域づ

くりを進めます。 

３ 法人後見の実施 成年後見支援センター 

 財産上の理由等により、他に適切な後見人等がいない

場合、成年後見支援センターにおいて法人後見を実施し、

意思決定支援の視点を重視した支援に努めます。 

４ 市長申立ての実施 行政【福祉課・高齢介護課】 

申立てをする人がいない場合等、本人の福祉を図るた

めに特に必要と認められるときに、市長が後見等開始の

審判請求を行います。 

５ 利用支援事業（報酬助

成） 

行政【福祉課・高齢介護課】 

 判断能力が不十分な高齢者や障害者が成年後見制度を

利用できるよう、費用負担が困難な人等に対しては、申立

て費用や後見人報酬を市が助成します。 
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相談体制の充実 

 

現状・課題 

●本市では、成年後見制度に関する相談は、家族だけでなく、相談支援機関や医療・福祉機

関からも寄せられます。内容は、制度に関するもの以外に法的な相談もあります。 

●本市では、法律専門家との連携や個別相談会の開催も行っています。また、勉強会を通じ

て各分野の相談支援機関との連携強化を行っています。 

 

方向性 

●相談しやすい窓口として、市民に周知するとともに、専門職や関係機関との連携を強化し、

相談から制度利用開始後も継続して支援できる体制づくりに努めます。 

 

行政・成年後見支援センターの取組 

 

No. 取組 方向性 

６ 市民・関係機関への相

談支援 
行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

 行政、社会福祉協議会等、住民に身近な窓口を第一次

相談機関として、権利擁護に関する困りごとを受け止め

るとともに、専門的な支援が必要な際に成年後見支援セ

ンターへとつなげます。 

７ 関係機関等との連携 行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

 医療・福祉関係者等からの成年後見制度や権利擁護に

関する相談について、関係機関等と連携して迅速な対応

を図ります。 

８ 後見人支援 行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

 親族後見人等が本人の意思や生活状況を踏まえて、円

滑に後見活動を行えるよう相談や情報提供を行います。 

 

 

基本目標２ 
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地域連携ネットワークの構築・担い手確保等の体制整備 

 

現状・課題 

●成年後見制度の利用促進に向け、行政・成年後見支援センター、各相談支援機関、医療福

祉機関、専門職や裁判所等が連携し、本人を支える地域連携ネットワークの構築が求めら

れています。 

●本市では、後見人の担い手不足が課題となっており、専門職後見人だけでなく、市民後見

人の育成や、活動を支える支援体制の充実が必要です。 

 

方向性 

●権利擁護支援を推進するため、多機関連携による、地域連携ネットワークの機能強化に向

け、碧南市成年後見制度連携協議会による検討を進めます。 

 

行政・成年後見支援センターの取組 

 

No. 取組 方向性 

９ 碧南市成年後見制度連

携協議会の運営 

行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

弁護士、司法書士、社会福祉士、医師、民生委員・児童

委員、基幹相談支援センター、地域包括支援センター等が

情報共有や課題の検討を行い、制度の利用促進や権利擁

護の充実を図ります。 

10 中核機関としての調整・

コーディネート 

成年後見支援センター 

中核機関として、制度の利用支援、広報啓発、受任者調

整、後見人支援等の機能を果たし制度の利用促進を図り

ます。 

11 権利擁護の担い手の確

保 

行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

地域における権利擁護の担い手を確保するとともに、

市民後見人が安心して活動するための支援の充実を図り

ます。 
 

 

基本目標３ 
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No. 取組 方向性 

12 横断的な事業連携 行政【福祉課・高齢介護課】・成年後見支援センター 

日常生活自立支援事業、頼れる身寄りのない高齢者等

への支援に関する事業との連携を強化します。 
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    再犯防止推進計画 
 

１ 計画策定にあたって 

（１）策定の趣旨 

全国の刑法犯の認知件数は、年々減少傾向にあったものの、近年では増加傾向にあります。

また、再犯者については年々減少傾向にありますが、それを上回るペースで初犯者も減少し

続けているため、令和 7（2025）年の刑法犯検挙者に占める再犯者の割合は 46.2％と高い割

合を占めています。 

国においては、平成 28（2016）年 12 月に「再犯の防止等の推進に関する法律」が制定、

施行され、再犯の防止等に関する施策を実施する責務が、国だけでなく、地方公共団体にも

あることが明記されるとともに、地方公共団体は、国の再犯防止推進計画を勘案し、当該地

方公共団体における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画を定めるよう努めること

とされました。 

本市においても、このような状況を踏まえ、誰一人取り残さない地域共生社会を実現する

ため、「碧南市再犯防止推進計画」を策定し、本市における再犯の防止等に関する施策を推進

します。 

 

第６章 
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（２）基本目標 

 

就労・住居等安定した生活の確保 

〇雇用する側の理解・協力を得られるよう、協力雇用主または協力事業主の意義や募集に関する

情報を周知するとともに、生活困窮者や就労を希望する障がいのある人に対しては、就労機会

の提供、就労の継続を図るための相談、指導及び助言などの支援を行います。 

〇年齢、障がい、保証人や緊急連絡先が確保できないなどの理由で、住宅確保が難しい人に対

し、住居が確保できるよう支援するとともに、保護観察所や教育機関等との情報連携を図

り、指導や助言を適切に行います。 

 

必要な福祉サービス等の利用促進 

〇犯罪や非行をした人が適切な支援を受けられるよう、必要に応じて関係機関と連携し、保健医

療・福祉サービスの利用促進に努めます。 

〇薬物乱用の危険性・有害性を正しく周知するため、保護司会及び更生保護女性会が行う薬物乱

用防止に関する助言、啓発活動の支援を行います。また、保健分野や福祉分野の研修を保護司

会及び更生保護女性会の会員が適宜受講し、自殺防止等の助言や指導の普及に努めます。 

 

関係機関との連携・活動支援 

〇保護観察所などと更生保護活動に資する情報や福祉サービスに係る情報などを相互に情報共有

し、連携を図ります。 

〇愛知県、民間団体、刑事司法関係機関等との連携により、啓発活動や再犯防止に関する取組を

推進すると共に、再犯防止に入口支援を含める連携を実施します。 

〇少年の健全な育成及び非行防止に向け、保護司会などとの緊密な情報共有を図るとともに、相

互協力に努め、非行防止活動を推進します。 

〇非行防止のため保護司会が実施している防犯パトロールの活動を支援します。 

 

広報啓発活動の推進 

〇再犯防止の取組や更生保護活動に関する情報を市ホームページや広報などで広く周知し、市民

の理解促進に努めます。 

〇保護司会、更生保護女性会については、広く活動を PR することにより、会員の確保に努めて

いきます。 

 

基本目標 1 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標 4 
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２ 現状と課題 

 

現在、編集中です。 



 

72 

 

３ 施策の展開 

犯罪をした人が、必要な支援を受けて社会復帰していることや、地域で再犯防止に対する

理解が進み、再犯防止の支援の輪が広がっていることを目指し、市や関係機関などが以下の

取り組みを実施します。 

 

就労・住居等安定した生活の確保 

 

社会福祉協議会・行政の取組 

 

No. 取組 方向性 

１ 就労や住居確保の支援 社会福祉協議会・行政【建築課・福祉課・高齢介護課】 

 関係機関等との連携のもと、犯罪をした人等の就労や

住居を確保するための支援を行います。 

 

 

必要な福祉サービス等の利用の促進 

 

社会福祉協議会・行政の取組 

 

No. 取組 方向性 

２ 必要なサービスの提供

支援 

社会福祉協議会・行政【福祉課・高齢介護課】 

 犯罪をした人等のうち、高齢や障害等の複合的な要因

により自立した生活を営むことが困難になっている人等

について、必要な保健医療・福祉サービスの提供を、複数

の分野の主体が連携して包括的に支援します。 

 

 

基本目標 1 

基本目標２ 
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関係機関との連携・活動支援 

 

社会福祉協議会・行政の取組 

 

No. 取組 方向性 

３ 依存症問題に対応する

各種取り組みの推進 

行政【健康課・福祉課】 

 愛知県や民間団体等と連携し、依存症問題に対応する

ための各種取組を進めます。また、薬物乱用防止に関する

啓発活動を行います。 

４ 研修や団体運営などの

活動支援 

行政【福祉課】 

 更生保護に携わる民間団体等の再犯防止の取り組みを

促進するため、研修や団体運営などの活動を支援します。 

５ 専門機関等との連携 社会福祉協議会・行政【福祉課】 

 相談支援において適切な対応ができるよう、必要に応

じて司法関係者や専門機関等と連携を図ります。 

６ 関係機関との連携強化 行政【地域協働課・福祉課・学校教育課】 

 再犯防止に関係する取組の推進及び犯罪被疑者への社

会復帰の支援を行うため、愛知県や近隣市町、関係機関、

民間団体等との連携を強化します。 

７ 入口支援の連携強化 行政【地域協働課・福祉課・学校教育課】 

 刑事司法関係機関との連携により、釈放前の段階で、生

活保護、医療、施設入所など必要な支援につなげます。 

８ 非行防止活動の推進 行政【学校教育課・福祉課】 

保護司会と学校などとの緊密な情報共有を図るととも

に、相互協力に努め、非行防止活動を推進します。 

 

 

基本目標３ 
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広報啓発活動の推進 

 

社会福祉協議会・行政の取組 

 

No. 取組 方向性 

９ 理解促進 行政【福祉課】 

 「社会を明るくする運動」などの実施を通じて再犯防止

活動についての啓発を行い、広く市民の理解促進に努め

ます。 

 

 

基本目標４ 
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     重層的支援体制整備事業実施計画 
 

１ 碧南市における重層的支援体制整備事業の方向性・目標 

本市では、社会からの孤独・孤立、８０-５０問題、ヤングケアラーの存在等、生活課題

が複雑化・複合化する世帯が全国的にも増加する中、これらの課題に対応していくため、高

齢・障がい・生活困窮分野における相談支援業務を行える相談窓口として福祉課を設置し、

切れ目のない相談支援に取り組むとともに、碧南市社会福祉協議会においては、地域におい

て、本人とその世帯に寄り添った伴走型の支援等を行ってきました。 

本市が重層的支援体制整備事業を実施するにあたっては、これまで実施してきた相談支援

や地域づくり、関係団体・機関等との連携体制を基盤として、その取組の成果と強みを最大

限に活かしながら、各分野で従来から進めてきた「相談」「社会参加」「地域づくり」の支援

を横断的且つ一体的に実施することで、地域共生社会の実現に向けた本市の地域福祉計画・

地域福祉活動計画の取組の一層の強化につなげます。 

また、支援機関間の緊密な連携による対応力の向上を図るとともに、地域でのより多様な

主体による関わりを育むことで、人と人、人と地域（社会資源）がつながり合い、地域全体

で支え合う包括的な支援体制の更なる充実を目指します。 

（重層的支援体制整備事業のあらましは P6 に記載のとおりです。） 

 

 

２ 重層的支援体制整備事業の基本方針 

（１）基本的な考え方 

 へきなん地域福祉ハッピープラン（以下「地域福祉計画」という。）や個別の計画の方針、 

目標との整合性を図りながら、地域福祉計画の基本理念である、地域共生社会の実現を目指 

します。 

実施体制は、新たな組織を作るのではなく、既存の各分野の拠点の体制及び機能を活用し、

支援関係機関で連携を図り、包括的な相談体制を構築します。 

 

（２）基本理念 

 地域福祉計画の理念である、「みなとつながり 支えあう みなとまち へきなん」が実現

できる地域を目指し、事業を推進していきます。 

 

第７章 
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3 重層的支援体制の推進 

本市においては、複雑化・複合化する課題を、市役所、支援関係機関等が受け止め、それぞ

れが持つ強みや機能を発揮しながら適切な支援に結びつける横断的な支援体制を強化してい

きます。 

 

 
本市における重層的な支援を展開する体制のイメージ 

●自治会・町内会●民生児童委員●社会福祉施設 

●PTA●地域企業・商店●ボランティア●NPO 等 

地域の身近な活動者・関係機関・団体 

支援を必要とする人 

法律関係者 

警察 

消防署 
医療機関 

教育機関 

子ども分野の 

相談支援機関 

高齢分野の 

相談支援機関 

障害分野の 

相談支援機関 

生活困窮分野の相談支援機関（地域福祉推進会議） 

碧南市役所 

（福祉課等）

社会福祉 

協議会 

包括的相談支援体制 

地
域
づ
く
り
に
向
け
た
支
援 

つ
な
ぐ 

■地域福祉推進会議から生まれる活動 

①新川地区 「挨拶」を通じた顔なじみの関係づくり、ちょこっとボランティアの検討 

②中央地区 多様な人との交流を通じ、困りごとに気付き、支え合える関係づくり 

③大浜地区 見守りの推進、楽しく防災を学べる機会づくり、地域活動の情報発信 

④棚尾地区 多世代、多文化等を含む様々な人のつながりづくり、助け合いの推進 

⑤旭地区  どんな人とも挨拶ができる関係づくり、支援につながりやすい仕組みの検討 

⑥西端地区 つながりの推進と孤独、孤立の防止、支え合い活動と参加の推進 
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４ 重層的支援体制整備事業における各事業の概要 

■重層的支援体制整備事業における各事業の概要 

区分 内容 

包括的相談支援事業 

（社会福祉法第 106 条の４第２項第１号） 

●属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める 
●支援機関のネットワークで対応する 
●複雑化・複合化した課題については適切に多機関協

働事業につなぐ 

参加支援事業 

（社会福祉法第 106 条の４第２項第２号） 

●社会とのつながりをつくるための支援を行う 
●利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニ

ューをつくる 
●本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う 

地域づくり事業 

（社会福祉法第 106 条の４第２項第３号） 

●世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備す
る 

●交流・参加・学びの機会を生み出すために個別の活動
や人をコーディネートする 

●地域のプラットフォームの形成や地域における活動
の活性化を図る 

アウトリーチ等を通じた継続的支援

事業 

（社会福祉法第 106 条の４第２項第４号） 

●民生委員・児童委員、包括支援センターと連携して継
続的支援を行う 

●支援が届いていない人に支援を届ける 
●会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な

相談者を見つける 
●本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

多機関協働事業 

（社会福祉法第 106 条の４第２項第５号） 

●市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する 
●重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 
●支援相談機関の連携の取組、各地域づくり機関連携

の取組を定期的に実施 

 

５ 事業目標、事業構成、実施内容 

 本計画の事業目標、事業構成、実施内容は、年度ごとに事業に対する評価を行い、より充

実した支援体制の整備に向けて見直し等を行うため「別紙」に記載するものとします。 
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６ 支援関係機関間の連携に関する事項 

（１）包括的相談支援事業 

 既存の「地域ケア会議」などの個別ケース会議、地域の社会資源活用等を検討する場等を

活かし、関係機関間の一体的な連携を図ります。また、包括的相談支援機関を中心に、「包括

的相談連携会議」を次のとおり年２回程度開催し、関係機関の対応強化及び関係機関間のネ

ットワーク構築を図ります。支援対象者からの意見（フィードバック）を把握することによ

り、支援が適切であったかどうかの検証を行います。 

ア 事例の共有 

   解決事例を共有することにより単独の相談支援機関で問題解決可能な体制を整えます。 

 イ 職員研修 

   相談能力及び連携方法の研修を通じて、制度の趣旨の理解の促進及び関係機関間の連 

携を強化する取り組みを進めます。 

 ウ 事業の評価 

   次の項目を評価して共有することとします。 

（ア）相談受付及び相談支援に係る課題（以下「相談課題」という。）の共有 

  （イ）相談課題分析及び分析結果の共有 

  （ウ）理想像の共有及び目標設定・評価 

 エ 事業の見直し等 

  （ア）包括的相談支援事業に係る見直しを検討します。 

  （イ）他分野と連携を検討します。 

（２）地域づくり事業 

 地域づくり実施機関を中心に次のとおり「地域づくり連携会議」を年２回程度開催し、理 

想の地域づくりを目指します。 

ア 事例実績（経過）の共有 

   地域づくりの経過を情報共有します。 

 イ 事業の評価 

   次の項目を評価して共有することとします。 

（ア）地域づくりに係る課題を共有します。 

  （イ）地域づくりに係る課題分析及び分析結果を共有します。 

  （ウ）地域の理想像の共有及び地域づくりに係る目標を設定・評価します。 

 ウ 事業の見直し等 

  （ア）地域づくりに係る事業の見直しを検討します。 

  （イ）他分野と連携を検討します。 
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７ 重層的支援体制整備事業の推進体制 

複雑化・複合化した支援ニーズを有し、単独の支援機関だけで対応が困難なケースについ 

て、多機関協働事業において「重層的支援会議」や「支援会議」を開催し、各支援関係機関の 

役割分担や支援の方向性についての調整を行います。 

（１）重層的支援会議（法第 106条の４第２項第５号） 

目的 ・関係機関との情報共有に係る本人同意を得たケースに関して、関係者相互

が共有・連携して支援できるように会議を運営する 

担当課 福祉課 

内容 ・支援事例の情報共有ケース検討を踏まえ主に次の役割を果たす。 

なお、既存の会議体（地域ケア会議、自立支援協議会など）と連携のうえ

開催することもある。 

① 支援に関するプランの協議 

② プランの適切性の協議 

③ プラン終結時等の評価 

④ 社会資源の充足状況の把握と開発に向けた検討 

構成員 ・ケースに応じて参加者（関係各課、関係機関、地域住民等）を決定する。 

 ただし、該当ケースの包括的相談支援事業、アウトリーチ等を通じた継続

的支援事業、参加支援事業者の参加は必須とする。 

開催時期 随時 

 

（２）支援会議（法第 106条の６） 

目的 ・守秘義務を課し、支援拒否や本人同意が得られない事例に対し、支援会議

の参加者に個人情報を共有して、必要な支援を検討する。 

担当課 福祉課 

内容 ・潜在的な相談者に支援を届けられるよう主に次の役割を果たす。 

① 気になる事業の情報提供・情報共有 

② 見守りと支援方針の理解 

③ 緊急性がある事案への対応 

構成員 ・ケースに応じて参加者（関係各課、関係機関、地域住民等）を決定する。 

開催時期 随時 
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  地区別計画 
  

地区別計画とは、計画期間である令和９年度から令和１４年度に各地区で優先して取り組

むべき重点目標などを示したもので、市内６地区（新川地区・中央地区・大浜地区・棚尾地

区・旭地区・西端地区）で２回実施した地域福祉推進会議での協議のもと策定しました。地

域福祉推進会議では、地区ごとの目指す地域、重点目標や具体的な取り組みのアイデアにつ

いてワークショップ形式で話し合いを行いました。 

 

地域福祉推進会議とは？ 

地域福祉推進会議は、”地域の出来事を 自分事として考える”をテーマに地域の福祉課題

や特性を共有し、地域住民が主体的に解決策を検討することを狙いとして、平成２７年度

より、市内６地区で年に２回程度開催してきました。 

地域福祉推進会議には、連絡委員や民生委員児童委員などの団体や地域で福祉活動の検

討や活動をしている方々等が参加し、地域の福祉課題などについて検討を重ねています。 

地域福祉推進会議の検討や取組みの例として、新川地区では、「地域での顔なじみの関係

づくり」のため、小中学校の下校時に「おかえり運動」を実施してきました。その結果、児

童と地域の方との交流やあいさつの促進、安心・安全の確保などにつながっています。ま

た、高齢者が参加することにより、生活にハリを持つことができたなどの効果もあります。 

地域の特色を活かし、様々な活動が展開されています。 

 

 

 

 

 

多世代交流の促進            地域での支え合いの推進 

（旭地区）                 （西端地区） 

今後は、81 ページ以降に定めた重点目標について優先的に取り組み、地域や福祉を 

身近なものとして考える福祉教育の機会として、様々な活動の展開や地域の方の参加を通

して、支え合うことのできる地域づくりを目指します。 

第８章 
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支え合うことのできる地域づくり 

地域には、様々な人が生活をしています。どの人も子供の時は大人のサポートを受け大

人になり、そして自立した生活ができるようになりますが、歳を重ね体が不自由になり、

他者のサポートが必要となる時期もあります。また、何らかの障害の状態になったり、生

活に困窮するなど様々な状態になることもあります。 

そのような状態に対して、地域にちょっとした気づきや手助けがあれば、暮らしやすく

なることもあります。「誰もがいつかは通る道」として、地域のできごとを自分事と捉え

ながら、支え合える地域づくりを目指しています。 

図を掲載予定 
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１ 新川地区 

 

新川地区の総人口は令和３（2021）年度以降減少傾向にあり、令和７（2025）年度で 15,174

人となっています。他の地区と比較すると、総人口は、旭地区、大浜地区に次いで多く、高齢

化率は市全体よりやや高くなっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「困ったときにお互いに助け合える程度」、「立

ち話をする程度」が高くなっています。支え合う地域づくりのため地域ですべきことは「災

害などに備えた地域での協力体制づくり」が最も高く、市全体と比較しても高くなっていま

す。 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移              ■他の地区との総人口・高齢化率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日） 

■近所づきあいの程度                        ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                        （新川区上位５位） 

 

 

新川中央

大浜棚尾

旭

西端

20.0

25.0

30.0

5,000 10,000 15,000 20,000

高
齢
化
率

総人口

（％）

（人）

市全体

資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 

6.7 

8.3 

2.7 

1.0 

19.5 

20.8 

59.0 

58.3 

11.6 

11.5 

0.4 

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

（n=476)

新川

（n=96)

困ったときにお互いに助け合える程度

お互いに訪問し合う程度

立ち話をする程度

顔を合わせたときにあいさつする程度

ほとんど付き合いはない

26.3 

25.8 

20.0 

14.7 

16.6 

28.1 

25.0 

25.0 

19.8 

18.8 

0% 20% 40%

災害などに備えた地域での

協力体制づくり

近所の住民同士の

普段からのつきあい

孤立している子育て世帯、

高齢者等への訪問や生活支援

様々な人が気軽に

集える居場所づくり

子どもの見守りや

子育て家庭の相談などの子育て支援

市全体（n=476) 新川（n=96)

データ・アンケートからみる状況 

15,770 15,673 15,628 15,622 15,174

13.8 13.7 13.5 13.2 13.0

62.2 62.5 62.5

70.3 63.0

24.0 23.8
24.0 26.7 24.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

4,000

8,000

12,000

16,000

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

（％）（人）

合計 15歳未満 15～64歳 65歳以上
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前計画では、「ふくし」への関心を持つこと、あ

いさつを通じて子どもや地域の方が安全に暮らせ

ることを目標とし、取組を進めてきました。具体的

には、「おかえり運動」として、「おかえり・ただい

ま」のあいさつを通じた顔なじみの関係づくりの

実践と、そこから発展し、小中学校の入学式、卒業

式をお祝いする「おめでとう運動」という取り組み

も生まれました。これまで一貫して、住民同士の

「つながり」に着目し、意見交換や企画検討、活動と反省をコツコツと積み重ねた結果、「新

川地区はおかえり運動」という活動の軸が少しずつ出来上がってきました。しかし、一方で、

活動の参加者がまだ少ないことや活動の対象が一部に限られていることなど課題も挙がって

います。 

 

 

あいさつを通じて「知り合い」が沢山いる 
まちを目指そう！ 

～つながりの一歩は、あいさつから～ 

「あいさつ」が「おしゃべり」のきっかけとなり、知り合いや顔なじみといった関係性が出

来ます。知っている人が近所に沢山いるまちは、安心して暮らすことができます。また、そ

のようなつながりがあれば、困っている人の声も拾うことが出来ます。 

小さな「ふ・く・し」をコツコツと 

自分や周りの誰かのためにするちょっとした事が「ふだんの・くらしの・しあわせ」とな

り、安心できる暮らしに繋がっていきます。そのため、現在の活動の幹を太くし、さらに新

たな活動の発展を目指していきます。 

 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 

●「あいさつ」を通じた顔なじみの関係づくりをさらに拡大していきます。 

●顔なじみの方が増え、困った時に相談しやすい関係をつくります。 

●子育て世代や様々な不安を抱えた方が「おしゃべり」できる交流の場を検討し
ます。 

●将来を担う「子ども達を主役」として、お祭りなどの行事を通じたつながり作
りに取り組みます。 

●お掃除、お手伝い、おはよう運動など、自分たちでできる範囲のことから始め
てみます。 
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２ 中央地区 

 

中央地区の総人口は令和３（2021）年度以降増加、減少を繰り返し、令和７（2025）年度

で 10,387 人となっています。他の地区と比較すると、総人口は、棚尾地区、西端地区に次

いで少なく、高齢化率は市全体よりやや高くなっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「顔を合わせたときにあいさつする程度」、「ほ

とんど付き合いはない」が高くなっています。支え合う地域づくりのため地域ですべきこと

は「災害などに備えた協力体制づくり」が最も高く、市全体と比較しても高くなっています。 

 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移              ■他の地区との総人口・高齢化率の比較 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  

■近所づきあいの程度                       ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                      （中央地区上位５位） 

 

 

新川中央

大浜棚尾

旭

西端

20.0

25.0

30.0

5,000 10,000 15,000 20,000

高
齢
化
率

総人口

（％）

（人）

市全体

6.7 

7.4 

2.7 

1.5 

19.5 

16.2 

59.0 

61.8 

11.6 

11.8 

0.4 

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

（n=476)

中央

（n=68)

困ったときにお互いに助け合える程度

お互いに訪問し合う程度

立ち話をする程度

顔を合わせたときにあいさつする程度

ほとんど付き合いはない

26.3 

19.1 

25.8 

20.0 

16.6 

27.9 

23.5 

22.1 

20.6 

16.2 

0% 20% 40%

災害などに備えた地域での

協力体制づくり

防犯対策・交通安全対策の

確立

近所の住民同士の

普段からのつきあい

孤立している子育て世帯、

高齢者等への訪問や生活支援

子どもの見守りや

子育て家庭の相談などの子育て支援

市全体（n=476) 中央（n=68)

データ・アンケートからみる状況 

9,971 10,175 9,988 9,933
10,387

13.4 13.3 13.2 13.1 13.2

61.7 62.2 62.1 62.2 62.0

24.9 24.5 24.7 24.7 24.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

4,000

8,000

12,000

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

（％）（人）

合計 15歳未満 15～64歳 65歳以上
資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 
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地域でのつながりや交流の充実のため、「道場山福祉の

会」、「中山福祉の会」を中心に、こどもや高齢者、障害を持

った方たちと農園活動や花壇の苗植え活動等を行ってきま

した。また、「天王地区福祉協議会」では防災をきっかけに地

域のつながり作りや助け合いに向けた活動を行ってきまし

た。地域福祉推進会議では、多様な人が集える居場所や交流

等を通じてつながりを広げていくこと、若い世代の福祉や防災への意識を高めていくこと、

あいさつ等を通して、顔なじみの関係を作り、日頃から助け合える関係を作っていくこと等

の意見が出ました。 

 

 

世代や文化を超えて楽しくつながろう 

子どもから高齢者、障害者、外国人、隣近所の人まで、誰もが楽しくつながり、顔なじみを

増やしていきます。つながりが広がることで、地域全体で支え合える環境をつくります。 

普段の関わりと学び合いを通して共に 
支え合おう 

日々のあいさつや体験・学びを通して、地域や福祉への関心を持てるようにしていきます。

日常の関わりの中で困りごとに自然と気づき、助け合える関係性を育てていきます。 

 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 
●子どもから大人まで農園活動を通じて、誰もが役割を持って生き生きと過ごせる場を

つくります。 

●同じ趣味を持つ多世代で交流したり、子どもの宿題・食事支援を行います。 

●盆踊りの復活や地域の運動会など、外国籍の方や若い世代も参加できる機会を増やし

ます。 

●各活動に参加できるようにしたり、情報の共有等を行い、中央地区全体で支え合える

ようにしていきます。 

●挨拶を通して、子どもや外国籍の方とも顔なじみになりながら、地域の見守りにつな

げます。 

●学校と連携した体験型の防災訓練や、若い世代による SNS 発信・企画参加を通して、

次世代と一緒に地域の防災・福祉への意識を高めます。 

●日常の関わりを通じ、高齢者や障害のある方の困りごとに普段から自然と気づいて助

け合える関係を育てます。 
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3 大浜地区 

 

大浜地区の総人口は令和３（2021）年度以降減少傾向にあり、令和７（2025）年度で 15,686

人となっています。他の地区と比較すると、総人口は旭地区に次いで多く、高齢化率は市全

体と同率となっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「お互いに訪問し合う程度」、「顔を合わせたと

きにあいさつする程度」が高くなっています。支え合う地域づくりのため地域ですべきこと

は「災害などに備えた地域での協力体制づくり」が最も高くなっています。 

 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移              ■保の地区との総人口・高齢化率の比較 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  

■近所づきあいの程度                       ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                      （大浜地区上位５位） 

 

16,075 15,863 15,885 15,793 15,686

13.1 13.2 13.0 12.8 12.6

63.5 63.0 63.4 63.8

63.3

23.3 23.7 23.6 23.7 24.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

6,000

12,000

18,000

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

（％）（人）

合計 15歳未満 15～64歳 65歳以上

新川中央

大浜棚尾

旭

西端

20.0

25.0

30.0

5,000 10,000 15,000 20,000

高
齢
化
率

総人口

（％）

（人）

市全体

6.7 

6.0 

2.7 

2.4 

19.5 

20.2 

59.0 

61.9 

11.6 

9.5 

0.4 

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

（n=476)

大浜

（n=84)

困ったときにお互いに助け合える程度

お互いに訪問し合う程度

立ち話をする程度

顔を合わせたときにあいさつする程度

ほとんど付き合いはない

26.3 

19.1 

25.8 

20.0 

16.6 

26.2 

23.8 

23.8 

19.0 

16.7 

0% 20% 40%

災害などに備えた地域での

協力体制づくり

防犯対策・交通安全対策の

確立

近所の住民同士の

普段からのつきあい

孤立している子育て世帯、

高齢者等への訪問や生活支援

子どもの見守りや

子育て家庭の相談などの子育て支援

市全体（n=476) 大浜（n=84)

データ・アンケートからみる状況 

資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 
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大浜地区は多世代交流と、災害時支援をすすめるため

に、防災のイベント「まなぼうさい」や、保育園やこども

園との交流、お寺でのラジオ体操や宿題会を開催してきま

した。また「大浜つながり隊」を結成し、SNS で大浜地域

の活動の発信を始めています。 

地域福祉推進会議では、世代を超えたつながり、国籍を

超えた交流を期待する意見が出ました。また、災害時の地域での対応についても、普段から

つながりがあってこそとの意見が多く出ました。 

 

 

「お互いさま」でつながろう 

つながることを強制されない、自分らしく地域で暮らせるように心地よい距離感を大切に

して、その人らしい暮らしが尊重されるような地域を目指します。そして、お互いを尊重し

つつも、日常生活の中で「気になる人」を見守る目が育つような地域を目指します。 

「たのしみ」を持って暮らそう 

楽しみ（目に見える活動や娯楽）と、愉しみ（自分自身の心の持ちようで価値を見出す活

動）をそれぞれ活かせるような地域にすることで、自然に人と人との距離を縮め、自分の興

味や関心、得意分野を活かした活動ができるような活気ある地域を目指します。 

 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 

●民生委員の挨拶活動に賛同してくれる人を増やします。 

●楽しく防災を学べる機会を継続して作ります。SNS で災害時に役立つ情報を発信し

ます。 

●既存の活動を活かした、身近な居場所づくりを応援します。 

●公民館、区民館、保育園、神社仏閣がより身近なものに感じられるように交流を進

めます。 

●回覧や SNS グループで地域や学校の行事を周知して参加するきっかけを作ります。 

 

 重点目標 
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4 棚尾地区 

 

棚尾地区の総人口は令和３（2021）年度以降増加傾向にあり、令和７（2025）年度で 6,115

人となっています。他の地区と比較すると、総人口は６地区で最も少なく、高齢化率は市全

体よりやや低くなっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「お互いに訪問し合う程度」、「ほとんど付き合

いはない」が高くなっています。支え合う地域づくりのため地域ですべきことは「近所の住

民同士の普段からのつきあい」が 37.0％と最も高く、市全体と比較しても高くなっています。 

 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移               ■他の地区との総人口・高齢化率の比較 

  

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  

 

■近所づきあいの程度                        ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                       （棚尾地区上位５位） 

 

 

6,057 6,052 6,075 6,103 6,115

13.9 13.6 13.6 13.2 12.9

62.2 62.1 62.3 62.8 63.1

23.9 24.3 24.1 24.0 24.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

2,500
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10,000

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

令和

７年

（％）（人）

合計 15歳未満 15～64歳 65歳以上

新川中央

大浜棚尾

旭

西端

20.0

25.0

30.0

5,000 10,000 15,000 20,000

高
齢
化
率

総人口

（％）

（人）

市全体

6.7 

2.7 

2.7 

5.5 

19.5 

19.2 

59.0 

58.9 

11.6 

13.7 

0.4 

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市全体

（n=476)

棚尾

（n=73)

困ったときにお互いに助け合える程度

お互いに訪問し合う程度

立ち話をする程度

顔を合わせたときにあいさつする程度

ほとんど付き合いはない

25.8 

26.3 

20.0 

12.2 

14.7 

37.0 

30.1 

26.0 

17.8 

16.4 

0% 20% 40%

近所の住民同士の

普段からのつきあい

災害などに備えた

地域での協力体制づくり

孤立している子育て世帯、

高齢者等への訪問や生活支援

多くの市民が参加できるような

地域活動の仕組みづくり

様々な人が気軽に集える

居場所づくり

市全体（n=476) 棚尾（n=73)

データ・アンケートからみる状況 

資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 
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 棚尾まちおこしの会など地域の方たちが一緒に地域ふ

くし活動を進めてきました。棚尾地区自主防災訓練では、

障害当事者や家族、高齢者グループホームの入居者も参

加し、地域の方たちにも要配慮者に対して気づいてもら

えるようにしてきました。また、たなを村まつりでは、

中学生ボランティアを中心に地域の方と楽しみながら活

動をしてきました。 

 地域福祉推進会議では、日々の生活や活動の中で出会い、人と人がつながることが大事、

お互いの強みや特色を持ち寄ることで、新しい気づきや活動につながるのではないか、とい

った意見がありました。また、困っていても声をあげられない人たちに気づける地域になる

と良い、といった意見もありました。 

 

 

出会いでつながり、地域で「ご縁」を 
広げよう 

多世代、多文化など、様々な方たちが元気に活躍していく地域を目指します。地域ふくし

活動など、様々な機会で出会うご縁をきっかけに、つながりを深めていきます。 

お互いで助け合い、安心できる居場所を 
増やそう 

お互いの存在に気づき、尊重し合えるような地域を目指していきます。閉じこもり、孤立

予防から楽しみ、生きがいにつながる活動・場づくりをしていきます。 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 

●多世代、多文化など様々な方たちが一緒になって棚尾地区の地域ふくし活動に参加

し、楽しい経験（記憶）を一緒に培いながら、地域への愛着を育んでいきます。 

●たなを村まつりや棚尾高齢者と子どもふれあい食堂、棚尾お助け隊など、棚尾地区

での既存の強みをさらにパワーアップさせ、人と人をつなぐ場づくりをしていきま

す。 

●棚尾地区自主防災訓練や棚尾保育園・幼稚園の訓練へ地域の方たちが参加し、子ど

もや高齢者、障害者など日頃から顔の見える関係を作り、お互いが助け合えるよう

な地域にしていきます。 

 重点目標 
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5 旭地区 

 

旭地区の総人口は令和３（2021）年度以降増加、減少を繰り返し、令和７（2025）年度で

16,740 人となっています。他の地区と比較すると、総人口は６地区で最も多く、高齢化率は

最も低くなっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「お互いに訪問し合う程度」、「立ち話をする程

度」が高くなっています。支え合う地域づくりのため地域ですべきことは「災害などに備え

た地域での体制づくり」が最も高くなっています。 

 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移               ■他の地区との総人口・高齢化率の比較 

  

資料：住民基本台帳（各年４月１日）  

■近所づきあいの程度                        ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                       （旭地区上位５位） 
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資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 
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コアメンバーによる打合せを定期的に開催し、地域の福

祉推進についての検討を進めてきました。これまでは特に

「多世代交流」など住民や団体同士のつながりについて重

点的に話し合いを行い、地域の多様な方とつながりながら

令和５（2023）年度と７（2025）年度に「多世代交流ウォ

ークラリー」を開催いたしました。地域福祉推進会議では、

地区で開催しているイベントをさらに多世代、多文化に展

開し、交流やつながりの機会を作っていきたいといった意見、困っていても表面化しづらい

人たちを孤立させない、誰もが安心して地域で暮らせる取り組みを考えていきたいといった

意見が出ました。 

 

 

ごちゃまぜの多文化交流をもりあげよう！ 

多世代からさらに進んだ、こどもも高齢者も、外国の人も障害がある人も、地域のどんな

人とも交流ができる地域を目指します。 

日頃から顔を合わせた、つながりのわを 
作ろう！ 

気軽に楽しく続けていける活動の中で、顔の見える関係を地域で育んでいきます。その中

で、SOS を出せない人でも支援につながりやすい仕組みを目指します。 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 

●どんな人ともあいさつができる関係を作り、日本一あいさつができる地域を目指し

ます。 

●誰もが集まれて気軽にコミュニケーションがとれる場所を作ります。 

●外国人、障害者、高齢者、生活困窮者や転居してきたばかりの人など、どんな方と

も交流を進め、支援の担い手としても活躍してもらえるように、お互い顔の見える

関係を築いていきます。 

●みんなに届きやすい情報発信の方法を検討します。 

 重点目標 
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6 西端地区 

 

西端地区の総人口は令和３（2021）年度以降減少傾向にあり、令和７（2025）年度で 8,006

人となっています。他の地区と比較すると、総人口は棚尾地区に次いで少なく、高齢化率は

６地区で最も高くなっています。 

近所づきあいの程度は、市全体と比較して「困ったときにお互いに助け合える程度」、「顔

を合わせたときにあいさつする程度」、「ほとんど付き合いはない」が高くなっています。支

え合う地域づくりのため地域ですべきことは「近所の住民同士の普段からのつきあい」が最

も高く、市全体と比較しても高くなっています。 

 

■総人口・年齢 3区分別人口割合の推移               ■他の地区との総人口・高齢化率の比較 

 

 

■近所づきあいの程度                       ■支え合う地域づくりのため地域ですべきこと 

                                       （西端地区上位５位） 
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資料：住民基本台帳（各年４月１日） 
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資料：住民基本台帳（令和７年４月１日） 
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地域でのつながりや交流、集いの場の充実のた

め、西端ふくし応援団を中心に「cafe ちゃのま」

を開催してきました。また、「西端ふくし見守り隊」

で運転免許返納などによる移動の課題に対して検

討し、「にしばた移動支援ボランティア会」による

買い物や通院の支援につながりました。 

地域福祉推進会議では、改めて地域のつながり

の大切さに関する意見、また、活動の担い手に関する意見などが多く出され、様々な人、団

体などがつながり、できることから地域の活動に参加することが大切であるなどの意見が出

ました。 

「クリーンにしばた宣言」にある「できるひとが できるときに できるところで」の考

えを大切に次の重点目標に取り組んでいきます。 

 

 

 

世代を超えてつながろう 

こどもから大人まで世代を超えて顔の見える関係をつくり、誰もが気軽に交流できる地域

を目指します。つながりが広がることで孤独や孤立の防止、困りごとを早期に相談できるな

ど、日々の見守りにもつなげていきます。 

できることから活動に参加し、続けて 
いこう 

一人ひとりができることを活かしたり、無理なく楽しみながら活動できる工夫を行い、若

い世代から 60 歳代などの退職後の世代も含め、新たな担い手を増やしていきます。 

これまでの地区での活動と地域福祉推進会議での主な意見 

重点目標と今後の取り組み案 

 重点目標 

＼ こんなことをやっていきます！ ／ 
●学校・園と地域が一緒に取り組む活動や「cafe ちゃのま」などを活かし、世代を超

えた交流の機会やつながりを深めます。 

●あいさつ運動などを通じて、顔の見える関係をつくります。 

●「移動支援ボランティア」など、地域の支え合い活動を進めます。 

●高齢者や子育て世代など、様々な人が参加しやすい機会をつくります。 

●地域活動は「大変」ではなく、「楽しい・役に立てる」と感じてもらえるようにしま
す。 

●短時間・部分的な活動など、参加のハードルを下げ、活動への参加を増やします。 

●地域活動の情報を分かりやすく発信します。 

●地域と人・団体をつなぐコーディネートについて検討します。 

 

 重点目標 
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        計画の推進 
 

 

１ 計画の推進体制 

地域福祉の推進は、市民をはじめとして地域の活動団体、社協、市などがそれぞれの役割

を果たし、互いに協力・支援しながら、地域の福祉力向上に取り組んでいく必要があります。 

地域の生活課題の複雑・多様化により、重層的な地域内での支援体制の構築及び専門的な

支援による対応が求められていますが、実効性を確保するため、庁内の関係課や社協はもと

より、地域住民や活動団体等、多様な主体が連携することが大切です。 

また、地域福祉に関わる課題は、福祉分野のみならず、防災や文化芸術、まちづくりなど、

様々な分野と関係するため、横断的な連携により各種施策を推進します。 

 

 

２ 計画の普及啓発 

地域福祉の普及・啓発に向けては、市と社協の広報誌やホームページ等様々な機会を通じ

て周知します。また、地域福祉推進会議に様々な住民が参加できる取り組みを進めた上で、

地域の課題や地区の活動、進捗状況、理想の地域像について会議の参加者で共有し、その取

り組みの様子を広く地域に周知することにより理解の輪を広げます。 

 

 

３ 計画の進捗管理・評価 

本計画の実効性を高めるため、ＰＤＣＡ（計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃ

ｋ）、改善（Ａｃｔ））サイクルにより、毎年、庁内の関係課や社協における進捗状況を［地域

福祉計画推進委員会＊］において総合的に評価し、必要に応じて計画や施策内容の見直し・改

善を行います。 

地区別計画について市や社協は、各地区で開催する地域福祉推進会議において、地域住民

への参加の働きかけや、地区の現状の共有及び今後の取り組みの支援を行います。 

 

第9 章 
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資料編 
 

１ 令和８年度碧南市地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 
 役職名 委員氏名 団 体 名 

1 委員長 榊原 和弘 碧南市民生委員児童委員協議会 

2 職務代理 石川 徹 碧南市社会福祉協議会 

3   石川 茂敏 碧南市連絡委員 

4   山中 謙治 碧南市老人クラブ連合会 

5   清澤 和音 碧南市主任児童委員 

6   鈴木 たか子 碧南市身体障害者福祉協会 

7   三浦 志朗 碧南市手をつなぐ育成会 

8   對馬 幸司 社会福祉法人樫の木乳幼児福祉会 

9   磯貝 雅樹 碧南市おやじの会連絡会 

10   鳥居 多佳子 碧南市ボランティア連絡協議会 

11   山田 忍 碧南保護区保護司会 碧南支部 

12   溝口 雅喜 碧南市小中学校校長会代表 

アドバイザー 

  野尻 紀恵 日本福祉大学教授 
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２ 碧南市地域福祉計画策定委員会規程 

 

平成１７年５月３０日 

碧南市訓第１２号 

 

（設置） 

第１条 碧南市地域福祉計画を策定するに当たり、広く市民の要望及び意見を反映させるた

め、碧南市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 識見を有する者 

(2) 各種団体の代表者 

(3) 関係行政機関の職員 

３ 委員の任期は、碧南市地域福祉計画が策定されるまでの期間とする。 

（委員長） 

第３条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、市長が任命する。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員

がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

（庶務） 

第５条 委員会の庶務は、福祉部福祉課において処理する。 
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３ へきなん地域福祉ハッピープラン策定の経緯 

 

実施日 内容 

令和８年４月２０日（月）から 

令和８年５月７日（木）まで 
市民意識調査 

令和８年４月２８日（火）から 

令和８年５月１５日（金）まで 
団体等ヒアリング調査 

令和８年５月１９日（火） 第１回碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会 

令和 8 年５月２０日（水）から 

令和８年６月１日（月）まで 
庁内ヒアリング調査 

令和８年６月２３日（火）から 

令和８年７月１５日（水）まで 
第１回地域福祉推進会議（６地区） 

令和８年６月２４日（水） 第１回碧南市地域福祉計画策定委員会 

令和８年８月１８日（火） 第２回碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会 

令和８年８月２５日（火）から 

令和８年９月３０日（水）まで 
第２回地域福祉推進会議（６地区） 

令和８年８月３１日（月） 第２回碧南市地域福祉計画策定委員会 

令和８年１０月２８日（水） 第３回碧南市地域福祉計画策定委員会 

令和８年１１月（書面開催） 第３回碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会 

令和８年１２月 福祉健康部会（市議会）報告 

令和８年１２月１１日（金）から 

令和９年１月１２日（火）まで 

パブリックコメント＊募集 

令和９年２月●日（●） 第４回碧南市地域福祉計画策定委員会作業部会 

令和９年２月２２日（月） 第４回碧南市地域福祉計画策定委員会 
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４ 各地区における活動記録及び効果 
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５ 用語集 
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